
 

【表紙】  

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 福岡財務支局長

【提出日】 2024年６月27日

【事業年度】 第52期(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

【会社名】 イフジ産業株式会社

【英訳名】 Ifuji Sangyo Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　藤　井　宗　徳

【本店の所在の場所】 福岡県糟屋郡粕屋町戸原東二丁目１番29号

【電話番号】 092－938－4561(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長　原　　敬

【最寄りの連絡場所】 福岡県糟屋郡粕屋町戸原東二丁目１番29号

【電話番号】 092－938－4561(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長　原　　敬

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

証券会員制法人福岡証券取引所

(福岡市中央区天神二丁目14番２号)
 

 

 

EDINET提出書類

イフジ産業株式会社(E00511)

有価証券報告書

 1/74



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 (百万円) 14,312 13,825 17,430 20,891 24,503

経常利益 (百万円) 951 1,210 1,357 1,615 1,809

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 614 830 996 1,116 1,597

包括利益 (百万円) 602 832 988 1,117 1,630

純資産額 (百万円) 6,032 6,723 7,529 8,430 9,693

総資産額 (百万円) 10,448 11,038 11,759 13,669 14,636

１株当たり純資産額 (円) 740.93 822.03 916.86 1,022.65 1,173.18

１株当たり当期純利益 (円) 75.20 101.63 121.46 135.65 193.49

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.7 60.9 64.0 61.7 66.2

自己資本利益率 (％) 10.5 13.0 14.0 14.0 17.6

株価収益率 (倍) 10.5 9.2 8.1 7.5 7.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,165 1,053 1,140 1,273 △292

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △296 △239 △311 △449 △172

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △708 △311 △596 △355 468

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 1,927 2,429 2,661 3,130 3,133

従業員数
(名)

149 145 138 146 153
［外、平均臨時雇用者数] ［356］ ［338］ ［324］ ［335］ ［347］

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　従業員数欄の［　］内は、外数で臨時従業員数(年間の平均雇用人数)であります。
３　臨時従業員には、定年後の再雇用者、パートタイム従業員及びアルバイトを含み、派遣社員を除いておりま

す。
４　第50期より、定年後の再雇用者は、従業員数から除き臨時従業員数に含めております。なお、第49期以前に

つきましても従業員数を組替修正した人数に基づき算定しております。
５　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第50期の期首から適用し

ており、第50期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっ
ております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 (百万円) 13,201 12,720 16,343 19,807 23,297

経常利益 (百万円) 958 1,197 1,311 1,579 1,754

当期純利益 (百万円) 631 806 966 1,097 1,561

資本金 (百万円) 455 455 455 455 455

発行済株式総数 (株) 8,345,370 8,345,370 8,345,370 8,345,370 8,345,370

純資産額 (百万円) 5,548 6,216 6,992 7,874 9,101

総資産額 (百万円) 9,700 10,280 10,948 12,792 13,760

１株当たり純資産額 (円) 681.56 760.06 851.54 955.20 1,101.52

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
20.00 24.00 28.00 35.00 48.00

(9.00) (10.00) (12.00) (14.00) (26.00)

１株当たり当期純利益 (円) 77.27 98.76 117.85 133.27 189.13

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.2 60.5 63.9 61.6 66.1

自己資本利益率 (％) 11.7 13.7 14.6 14.8 18.4

株価収益率 (倍) 10.2 9.5 8.4 7.7 8.0

配当性向 (％) 25.8 24.3 23.8 26.3 25.4

従業員数
［外、平均臨時雇用者数]

(名)
113 112 110 114 122

［335］ ［319］ ［304］ ［316］ ［328］

株主総利回り (％)

(％)

115.1 139.9 150.6 160.8 237.2

(比較指標：配当込み
TOPIX)

(90.5) (128.6) (131.2) (138.8) (196.2)

最高株価 (円) 875 1,010 1,067 1,131 1,930

最低株価 (円) 630 702 890 856 969
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
２　従業員数欄の［　］内は、外数で臨時従業員数(年間の平均雇用人数)であります。
３　臨時従業員には、定年後の再雇用者、パートタイム従業員及びアルバイトを含み、派遣社員を除いておりま

す。
４　第50期より、定年後の再雇用者は、従業員数から除き臨時従業員数に含めております。なお、第49期以前に

つきましても従業員数を組替修正した人数に基づき算定しております。
　　　５　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第50期の期首から適用し

ており、第50期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっ
ております。

　　　６　第51期の１株当たり中間配当額14円及び１株当たり配当額35円には、創立50周年記念配当２円を含んで
おります。

７　最高株価及び最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所市場第一部におけるものであり、2022年４
月４日以降は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであります。
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２ 【沿革】

1972年10月　 資本金3,000千円で福岡市中央区桜坂にイフジ産業株式会社を設立。

1973年９月　 福岡県糟屋郡粕屋町(現本店所在地)に本社工場完成、液卵の製造販売を開始。

1974年８月　 千葉県市川市に関東営業所設置。

1975年４月　 大阪市西区に大阪営業所設置。

1977年３月　 福岡県鶏卵加工協同組合を設立。

1978年10月　 農水省の鶏卵加工合理化センター設置事業に基づき、福岡県鶏卵加工協同組合が

　　　　　　　国庫補助を受け、割卵機及び殺菌設備を導入、福岡県鶏卵加工協同組合に生産を

　　　　　　　委託(本社工場を貸与)、当社は販売会社となる。

1981年３月　 本社工場隣接地を買収。工場を増設し福岡県鶏卵加工協同組合に貸与。

1981年12月　 茨城県水戸市に日配水戸販売株式会社と合弁で株式会社関東イフジ(資本金

　　　　　　 10,000千円)を設立。(1986年３月に100％子会社とする。)

1982年５月  株式会社関東イフジ水戸工場が完成し、関東地区での生液卵の製造販売を開始。

            関東営業所を水戸市に移転。

1983年４月　 福岡県嘉穂郡穂波町の有限会社日の丸食品を買収、株式会社に組織変更。

1987年10月　 日の丸食品株式会社の社名を株式会社イフジフーズに変更。

1988年３月 　首都圏での販売量の拡大に伴い株式会社関東イフジ水戸工場の隣接地を買収し工場を増設。

1988年４月　 株式会社イフジフーズにてゆで卵の製造販売を開始。

1989年５月　 奈良県奈良市に株式会社関西イフジを設立、近畿圏での生液卵の製造販売を開始。

            大阪営業所を奈良市に移転し関西営業所と改称。

1990年３月　 三重県上野市の有限会社カネヒロ食品を買収、株式会社に組織変更。

1996年４月  製販一体化のため、株式会社関東イフジ、株式会社関西イフジ、株式会社カネヒロ食品、

            株式会社イフジフーズを合併するとともに福岡県鶏卵加工協同組合の所有資産を買取る。

            (福岡県鶏卵加工協同組合は解散。)

　　　　　　組織編成を関東事業部、関西事業部、三重事業部、福岡事業部の各地区事業部制とする。

1996年７月　 本店所在地を福岡市中央区桜坂から福岡県糟屋郡粕屋町(現本社住所)に移転。

1996年10月　 愛知県安城市に名古屋事業部を設置、中京圏での生液卵の製造販売を開始。

1998年８月　 三重事業部を閉鎖。

1999年11月　 関東事業部近接地に新工場用地を取得。

2001年５月 　関東事業部新工場完成。

2001年８月 　日本証券業協会に店頭登録。(株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱスタンダード市場に上場。）

2002年４月 　有限会社春日ビルを買収。

2003年５月 　有限会社春日ビルを株式会社春日ビルに組織変更。

2004年３月　 京都府綴喜郡井手町に関西事業部新工場完成。

2009年11月　 日本化工食品株式会社(本社：東京都千代田区）の発行済株式の100％を取得し、連結子会社化。

2011年８月　 証券会員制法人福岡証券取引所に株式上場。

2012年５月　 株式会社東京証券取引所市場第二部に株式上場。

2012年８月　 株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱスタンダード市場上場廃止。

2013年２月　 太陽光発電事業を開始。

2014年12月　 株式会社春日ビル（連結子会社）の全株式を譲渡。

2015年10月　 日本化工食品株式会社の子会社として一房総味株式会社（非連結子会社）を設立。

2017年３月　 株式会社東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。

2018年５月　 関東事業部にて国際認証の食品安全マネジメントシステム「ＦＳＳＣ２２０００」の認証を取得。

2019年２月　 連結子会社である日本化工食品株式会社の本店所在地を福岡県糟屋郡粕屋町に移転。

　　　　　　（実際の本社機能所在地も東京都中央区に移転。）

2019年３月　 日本化工食品株式会社にて国際認証の食品安全マネジメントシステム「ＦＳＳＣ２２０００」

　　　　　　 及び「ＩＳＯ２２０００」の認証を取得。

2019年３月　 一房総味株式会社（非連結子会社）を日本化工食品株式会社に吸収合併。

2020年３月　 エッグホワイトプロテイン「ＲＥＶＯＰＲＯ」を発売。

2021年７月　 関西事業部にて国際認証の食品安全マネジメントシステム「ＦＳＳＣ２２０００」の認証を取得。

2022年４月 　東京証券取引所の市場区分見直しにより市場第一部からスタンダード市場に移行。

2023年７月　 連結子会社である日本化工食品株式会社の本社機能所在地を千葉県市原市に移転。
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３ 【事業の内容】

当社グループの企業集団は、当社及び連結子会社１社の２社から構成されており、「液卵関連事業」と「調味料関

連事業」の２つの事業を中核としております。また、「その他」として太陽光発電事業を行っております。

当社及び当社の関係会社の事業における当社及び関係会社の位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであ

ります。なお、セグメントと同一の区分であります。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

 
液卵関連事業

当事業においては、鶏卵を割卵して卵殻を取り除いた「液卵」「凍結卵」を製造販売しております。多くの業務

用加工食品に使用される食の半導体ともいうべき「液卵」「凍結卵」の安定品質、安定供給力を認められ、主に大

手食品メーカーや外食向けに納入しております。

　（主な関係会社）当社

　

調味料関連事業

当事業においては、業務用粉体調味料及び顆粒調味料等を製造販売しております。開発力や商品力を認められ、

主に大手食品メーカーに納入しております。

　（主な関係会社）日本化工食品株式会社

　

その他

太陽光発電事業を営んでおります。

　（主な関係会社）当社、日本化工食品株式会社

　

事業の系統図は次のとおりであります。

 

　

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の

所有割合(％)
関係内容

(連結子会社)
日本化工食品
株式会社　(注)１

福岡県糟屋郡
粕屋町　（注）２

95
業務用粉体調味料
及び顆粒調味料等の
製造販売

100.0
役員の兼任あり
事務業務の受託

 

(注)１　特定子会社であります。
２　登記上の本店所在地によっております。なお、実際の本社機能所在地は千葉県市原市であります。
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５ 【従業員の状況】
(1) 連結会社の状況

2024年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

液卵関連事業 122 [328]

調味料関連事業 31 [19]

合計 153 [347]
 

(注) １　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[　]内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２ 臨時従業員には、定年後の再雇用者、パートタイム従業員及びアルバイトを含み、派遣社員を除いてお

ります。
 

(2) 提出会社の状況
2024年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

122[328] 38.5 12.3 5,353
 

 
セグメントの名称 従業員数(名)

液卵関連事業 122 [328]

合計 122 [328]
 

(注) １　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[　]内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２　臨時従業員には、定年後の再雇用者、パートタイム従業員及びアルバイトを含み、派遣社員を除いてお

ります。
３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 
(3) 労働組合の状況

労働組合はありませんが、労使関係は円滑な関係にあり、特筆すべき事項はありません。
 

(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

　　提出会社

当事業年度

補足説明

管理職に
占める

女性労働者
の割合(％)
(注１)

男性労働者の育児休業
取得率(％)(注１)

労働者の男女の
賃金の差異(％)(注１)

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

8.7 ― 50.0 0.0 47.2 69.7 63.4

男女の賃金差異については、等級別
人数構成の差及び全労働者に対する
女性の短時間パートタイム労働者の
比率が高いことに伴う労働時間の差
によるものであり、同じ等級におい
て男女の賃金差異はありません。
賃金は、賞与及び基準外賃金を含ん
でおります。

 

(注) １　「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの
であります。

２　パート・有期労働者には、定年後の再雇用者、パートタイム従業員及びアルバイトを含み、派遣社員を
除いております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】
文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。
 

(1)経営方針
当社は、「わが社は、高い倫理観を保ち、浮利を追わず、質実剛健と先憂後楽の社風を確立して、社業の発展に

努め、以って取引先、従業員並びに株主に対する企業責任を全うし、社会に貢献することを旨とする。」という経
営理念に基づき、販売先である食品業界へは徹底した品質管理のもと安定した製品を安定的に供給し、仕入先であ
る鶏卵業界へは需要期、不需要期のアンバランスをなくす需給調整機能を提供し、「食のインフラ」として国民の
豊かな食生活に貢献してまいります。また、当社の存在意義（パーパス）として、市場には流通しない規格外卵を
様々な食品の原料として使用される「食の半導体」ともいうべき「液卵」「凍結卵」にして、安定した量を安定し
た品質により適正価格で提供し、顧客との継続的な関係を構築する「サステナブルサプライ」を実現し社会に貢献
してまいります。 
連結子会社である日本化工食品株式会社は、「１.この仕事を通じて社会に貢献する。２.この仕事を通じて魅力

ある立派な人間を育成する。３.取引先より信用と信頼を得られる魅力ある商品を創造する。４.魅力ある会社、魅
力ある工場にしてゆく。」という企業理念に基づき、調味料等の製造と販売により、社会に貢献してまいります。

 
(2)経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標等につきましては、連結売上高経常利益
率８％以上を安定的に確保することを目標としており、この数値を会社の持続的な成長のための製造設備や研究開
発等への積極的な投資の源泉、株主に対する利益還元の源泉、また従業員の持続的な所得向上等の従業員満足度向
上のための源泉と位置づけ、この指標を達成できるよう努力してまいります。　

 
(3)経営環境、経営戦略及び対処すべき課題

当社グループが属する食品業界におきましては、原材料価格の高騰や円安を背景とする食品価格の値上げによる
消費者の生活防衛意識の強まりや、国内の人口減少に伴う国内需要の減少が続くことが予想されます。加えて、鶏
卵業界では、飼料価格の高騰等に伴う生産コスト増による鶏卵生産意欲の低下に加え、大規模な鳥インフルエンザ
の発生に伴い、鶏卵相場の不安定な動きが続いており、鶏卵市況の不確実性が増してきております。
このような状況を踏まえ、当社グループは、中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題について、以下の諸施

策を推進し、企業価値の増大に努めてまいります。
 

①営業施策
液卵関連事業に関しましては、「食の半導体」ともいうべき、食品の主要な原料となる「液卵」「凍結卵」につい

て、高品質の製品を適正価格で安定供給することを使命とし、営業と研究開発が連携してお客様ごとに適した製品を
開発し提供することや、鶏卵相場高騰時には輸入卵の提案を行うなど、お客様本位の販売戦略で新規取引先の獲得や
販売数量の増加につなげてまいります。また、少子高齢化や人口減少に伴う労働力不足が社会問題化する中、「液
卵」「凍結卵」は食品業界における業務の効率化や省力化、ひいては消費者の食生活の充実にアドバンテージを持つ
製品であることをアピールし、新規取引先や新業種への積極的な拡販を行っていくほか、新たにＢtoＣ（ＤtoＣ）領
域への事業展開として、健康志向を追い風に販売を開始した卵白プロテインのインターネット通販での販売を進めて
まいります。
調味料関連事業に関しましては、主要な製品である粉体及び顆粒調味料の販売に関するマーケティングを強化し、

営業と研究開発の相互連携によってお客様のニーズを迅速に製品開発に反映させて高付加価値化を図り、販売価格の
適正化に努めるとともに、独自の生産技術を活用し、主力分野である即席めん・ふりかけ業界に加え、健康食品等新
たな業種への提案を強化し、販路拡大に努力してまいります。

 
②購買施策
液卵関連事業に関しましては、国内での鳥インフルエンザの発生に伴う鶏卵の需給バランスの大幅な変動や飼料価

格の変動及び養鶏業界の寡占化が進むなど、購買環境が激変しております。このような状況を踏まえ、仕入先の更な
る拡大、需要と供給のアンバランスを調整する需給調整、原料定期仕入比率の向上、委託生産、輸入の検討等、仕入
システムの多様化を図り、当社が経営の第一目標としているお客様への安定供給責任を果たしてまいります。
調味料関連事業につきましては、得意先の商品のライフサイクルが短いため、購買管理と在庫管理を徹底し、原料

や資材等の回転日数を減らすべく努力してまいります。
 

③製造施策
液卵関連事業に関しましては、食品メーカーとして品質を第一とし、食品安全マネジメントシステムの導入や最新

鋭設備の新設及び増設、既存設備の更新等を積極的に行い、お客様へより安全・安心な製品を安定的に提供すべく努
力をしてまいります。また、品質保証体制の継続的な改善を図るため、作業手順書・マニュアルの整備はもちろんの
こと、製造会議・安全衛生委員会を充実させ、従業員の衛生意識の向上、食品衛生法関連の法令及び規則を遵守する
ための教育に力を入れてまいります。さらに、社内で推奨している２Ｓ（整理、整頓）を徹底し、作業環境の改善等
による作業効率化を進めてまいります。
調味料関連事業に関しましては、品質向上・生産効率向上のための設備更新や生産ラインの合理化等を積極的に行

い、安全・安心な製品を製造することを第一の目標とし、従業員の意識改革により品質保証体制の構築及び経費削減
を進め、またシステム活用及び多能工化による作業の効率化により製造効率の向上に努力してまいります。

　
④コスト削減活動
コスト削減については、従業員がコスト削減や業務改善について提案する「提案制度」を設けており、コスト削減

への取り組みに対する優秀な提案を表彰するなど、この制度を積極的に活用し、社内でのコスト削減意識を高め、
ローコストオペレーション（「品質」・「効率」・「歩留」・「もったいない」）の推進に努めてまいります。
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⑤研究開発
液卵関連事業に関しましては、営業との連携を図り、周囲の状況や変化を敏感に捉えるセンスと柔軟な発想をもっ

て利益に貢献できる品質改良や製品開発を行ってまいります。その中でもお客様のニーズが高い商品に的を絞って取
り組みます。また、研究機関や大学、他社との連携を図り、卵殻及び卵殻膜の用途開発等、鶏卵の新規用途の可能性
や鶏卵の新たな価値を創造するための研究開発を強化してまいります。
調味料関連事業に関しましては、お客様の意図や嗜好性を把握しながら商品開発を進めてまいります。

　
⑥業容の拡大

当社グループとシナジー効果の見込める業務提携や買収なども視野に入れ、業容の拡大を図ってまいります。
 

２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】
文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

(1)サステナビリティに関する考え方及び取組

当社グループは、社会的責任としてサステナビリティへの取組みは重要な課題であると認識しております。
当社グループの属する液卵業界において、当社の主力製品である「液卵」、「凍結卵」は、少子高齢化や人口減

少に伴う労働力不足が社会問題化する中において、顧客の業務の効率化や省力化に貢献し、また通常は市場に流通
しない規格外卵を様々な食品の原料に加工しているため食品ロスの低減等に適した製品であり、「食のインフラ」
としてサステナビリティに資するものであると考えております。
また、当社は、台風・水害・大雪・地震等の自然災害や、新型コロナウイルス感染症、鳥インフルエンザなど不

測の事態に備えて、関東・東海・近畿・九州にある４つの事業部間で相互に連携し、サプライチェーンの寸断を防
ぎ製品を途切れることなく供給する「サステナブルサプライ」を構築しております。
当社グループは、製品の品質向上にも積極的に取り組んでおります。「安全」「安心」な製品を供給するため

に、食品安全の国際的な管理手法「ＨＡＣＣＰ」に基づく衛生管理を実践しているほか、関東事業部及び関西事業
部並びに子会社の日本化工食品株式会社では国際規格の食品安全マネジメントシステム「ＦＳＳＣ２２０００」の
認証を取得しており、他事業部においても取得すべく、取組みを進めております。
環境問題での課題につきましては、従来産業廃棄物として処理されてきた卵殻のリサイクル化に取り組んでお

り、現在約75％のリサイクル率を2025年度までに100％（卵殻廃棄ゼロ）まで高めることを目指しております。卵殻
は乾燥粉砕し、グラウンドのライン材や土壌改良剤等として他社に売却され、再利用されております。また、卵殻
や卵殻膜の用途開発等、鶏卵に関する新規用途の可能性や有効利用につき、研究機関や大学、他社との連携を図
り、必要に応じて知的財産への投資を行って参ります。
当社グループの一部事業部及び子会社では、大型太陽光発電パネルを設置しており、発電した電力は電力会社へ

販売し、温室効果ガスの排出削減に取り組んでおります。
 

(2)ガバナンス

当社グループでは、当社の管理本部においてサステナビリティに関連するマテリアリティ（重要課題）や重要な
リスク及び機会を特定し、それらの対応に係る具体策を策定し、グループ全体の取り組みの推進・サポートを行
い、進捗をモニタリングするとともに、対応方針の立案と関連部署への展開を行っております。
また、これらの結果は定期的に取締役会に報告し、取締役会において当該報告内容に関する管理・監督を行って

おります。
 

(3)リスク管理

サステナビリティに関するリスクを含む当社グループのリスク及びコンプライアンスを管理するため、社長直轄
の「リスクマネジメント・コンプライアンス委員会」を設置しております。また、同委員会の活動を補助するため
に、「経営部会」「営業部会」「購買部会」「製造部会」「子会社部会」の専門部会を設置し、各専門部会ごとに
現状及び今後直面することが予測されるリスク及び機会を分析・評価した上で、リスクマップを作成して優先的に
対応すべきリスク及び機会を抽出し、その管理体制及び方法等について協議し、リスク対策の実施等を行っており
ます。
 

(4)人材の育成及び社内環境整備に関する方針、戦略

当社グループは、企業の持続的成長の実現には人的資本への投資は極めて重要であると考えており、社内の中期
経営計画の大目標として「Speed Growing & Generation Change（世代交代に向けて人材成長をスピードアップ）」
を掲げ、人材育成のスピードアップを図るための投資・施策に注力しております。
人材の育成及び社内環境整備に関する方針、戦略については、当社の管理本部人事課及び人材開発プロジェクト

チームが中心となり企画・立案し、実施しております。
人材の確保のための新卒採用・キャリア採用については、国籍・性別問わず、当社で活躍できる人材要件を設定

し採用活動をしております。
人材の育成に関しては、当社の人材育成方針の骨子である「社員一人ひとりが自律的に成長し、その個の力が活

かされる環境を構築していくこと」を念頭に、新入社員研修・管理者研修・社外アドバイザーを招聘しての研修等
の企画や社外研修を活用した教育、Ｅラーニングを用いた研修を実施し、社員のスキルアップを図っております。
また、新入社員の効果的な育成及び早期の離職の低減を図るため、新人指導者（ＯＪＴリーダー）に対する教育を
強化し、新入社員の教育環境の整備及びコミュニケーション促進を行ってまいります。社員のスキルアップのさら
なる充実を図るため、資格取得を積極的に行えるようにその費用を会社が全額負担し、業務に関連する会社指定の
資格を取得したものには資格取得報奨金を支給する「自己啓発助成制度規程」を設けております。
社内環境整備に関しては、社員に対して年１回エンゲージメント調査を行い、その結果を踏まえて各種制度の見

直し・給与体系の見直し等、社員とのエンゲージメント（信頼関係）強化を図っております。また、個の力を見出
し、組織に反映し活かす上でも事業部間、職種横断のプロジェクトを自律的に推進する環境作りをしております。
健康経営についても、健康経営優良法人認定に向けて、取り組みを開始しております。
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(5)人材の育成及び社内環境整備に関する方針に関する指標の内容並びに当該指標を用いた目標及び実績

当社グループでは、人材の多様性を確保し活躍を推進できる環境整備を進めております。
当社は、子育てと仕事の両立支援のため、育児短時間勤務、子の看護休暇、育児のための所定外労働の免除につ

き、法定では６歳までの子を養育する場合を対象としているところを、小学校４年の始期に達するまでの子を養育
する場合にまで拡充しているほか、全４事業部のうち３事業部に社内託児所を設置し、子育て世代が働きやすい職
場環境の整備に積極的に取り組んでおります。
また、当社グループは、全従業員（臨時従業員含む）のうち約６割が女性であり、女性の活躍推進は重要な経営

上の課題として重視しております。管理指標として、管理職に占める女性の比率を2021年４月から2026年３月まで
の５年間で３％から10％に引き上げることを目標としており、2024年３月においては8.7％となりました。この目標
を達成するため、女性の管理職及び管理職候補の育成に努めるほか、外国人・キャリア採用者等についても平等に
教育を行い、実力本位による優秀な人材の管理職への登用を進めてまいります。
当社は障がい者雇用にも積極的に取り組んでおり、障がい者雇用率は法定雇用率を上回っております。
 

３ 【事業等のリスク】
有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり
であります。
なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。
 

(1)鶏卵相場が業績に与える影響について
当社グループの液卵関連事業の主力製品である液卵は、主原料が鶏卵であり、毎日の鶏卵相場に応じて販売価格

及び仕入価格が変動します。当社では、相場変動によるリスクを回避できるよう、夏場の低需要期に原料卵を安く
仕入れたり、原料コストの低廉化を図るため比較的安価な加工用原料卵の購入比率を高めたりするなどして、仕入
価格と販売価格の差益を一定額以上確保するとともに販売数量を伸ばす努力をしております。また、凍結製品は、
低需要期で鶏卵相場が低く原料卵を安価に仕入れることが可能な夏場に多く製造し、原価低減に努めております。
しかしながら、国内での食料政策の変更や大規模な鳥インフルエンザの発生等による鶏卵需給の逼迫により、鶏

卵相場が上昇し製品や原料の原価が大きく上昇した場合や、不安定な鶏卵供給環境により鶏卵相場が大きく下落し
収益性が低下した場合は、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能
性があります。

 
(2)食品の安全・衛生問題について

近年、消費者の食の安全・安心に対する意識は一段と高まってきております。当社グループにおきましては、安
全・安心で高品質な製品を提供するために最新鋭設備の導入や徹底した製品の品質・温度管理、従業員への衛生教
育を行うなど、当社グループ製品の安全・衛生問題には万全の注意を払っております。
しかしながら、今後、偶発的な事由によるものを含めて、万一、当社グループ製品を起因とした安全・衛生問題

が発生した場合、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があり
ます。

 
(3)凍結製品の在庫について

当社グループの液卵関連事業におきましては、販売の見通し、鶏卵相場や原料の買付状況、また工場の稼働状況
等、さまざまな状況を勘案して長期保存が可能な凍結製品を製造・保管しており、商品及び製品の残高の大部分を
占めております。なお、商品及び製品の残高は、年度ごとの変動はあるものの、販売数量の増加に伴い増加傾向に
あります。また、凍結製品の大部分は外部の営業倉庫に保管しており、その在庫管理は主に外部倉庫業者からの入
出庫取引報告書や在庫証明書と社内のシステム記録の照合で行っております。
しかしながら、外部の営業倉庫に保管している凍結製品の管理については倉庫業者に委ねているため、凍結製品

の在庫が大規模に毀損した場合、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼ
す可能性があります。
また、凍結製品については、鶏卵相場の動向や仕入数量及び販売数量の状況を予測しながら製造数量及び在庫数

量をコントロールしておりますが、販売が予測通りに進まず過剰在庫となった場合、あるいは原料となる鶏卵供給
が逼迫したり、販売が予測以上となるなどの要因により凍結製品の在庫が枯渇した場合、当社グループの財政状
態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

 
(4)特定の業種への販売について

当社グループの液卵関連事業については、「液卵」「凍結卵」の製造販売を主たる事業としております。主要な
販売先は、その使用量の多さから製パン業界であり、当連結会計年度における同業界に対する売上高比率は約４割
を占めており、同業界の仕入・生産動向が当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影
響を及ぼす可能性があります。
当社グループでは、冷凍食品メーカーや総菜メーカー等の新たな業種や新たなマーケットへ販路を拡大し、特定

の業種への依存度を下げるのみならず、販売数量を拡大することにより財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況への影響を最小限に抑える努力をしております。

 
(5)自然災害等による影響について

近年、世界的な気候変動による台風、水害、大雪等の自然災害や大規模地震等の発生頻度や影響度が高まってお
ります。当社グループの液卵関連事業は、関東、東海、近畿、九州に工場が４ヶ所あり、不測の事態に備えて互い
に他地域の当社工場から供給する体制を整えております。
しかしながら、万一、大規模地震等の自然災害が当社グループの工場の所在地を含む地域で発生した場合、公共

インフラの停止や工場の修復等、その被害状況によっては当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がありま
す。また、予測不可能な停電や通信トラブルが発生した場合、当社グループの業務が中断することも考えられ、当
社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。
当社ではこうした災害等に備えるため、ＢＣＰ（事業継続計画）を含む危機管理マニュアルを策定し、適切な対

応を図っております。
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(6)情報セキュリティの信頼性について
当社グループは、事業活動を通して、お客様や取引先の個人情報及び機密情報を入手することがあり、また、営

業上・技術上の機密情報を保有しています。当社グループでは、これらの情報についての厳格な管理体制を構築
し、情報の取扱い等に関する規程類の整備・充実や従業員等への周知・徹底を図るなど、情報セキュリティを強化
しております。
しかしながら、サイバー攻撃、不正アクセス、コンピューターウィルスの侵入等により、万一これら情報が流出

した場合や重要データの破壊、改ざん、システム停止等が生じた場合には、当社グループの信用低下や財政状態、
経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

 
 

４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績等の状況の概要
当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社)の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以

下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。
 

①財政状態及び経営成績の状況
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善により景気は緩やかな回復傾向にあるものの、不

安定な世界情勢や円安等による資源価格及び物価の上昇等、景気の先行きには注視が必要な状況にあります。
食品業界におきましては、原材料価格や製商品価格の値上げが相次ぎました。また、鶏卵業界では、2022年秋か

ら2023年初頭にかけて発生した過去最大規模の鳥インフルエンザの影響が続き、2023年10月まで鶏卵相場が高水準
で推移しました。
このような状況の中、当社グループの当連結会計年度の連結売上高につきましては、液卵関連事業において販売

価格の改定を進めたこと等により、前連結会計年度に比べ17.3％増の24,503百万円となり過去最高となりました。
損益につきましては、液卵関連事業において、当連結会計年度は鶏卵相場（全農東京Ｍ基準値）の平均値が上期

324円/kg、下期228円/kgと例年とは動きが大きく異なり、また、鶏卵相場の変動幅も極めて大きいものとなりまし
た。そのため、製品及び原料の取得原価と正味売却価額及び再調達原価との間に著しい差異が生じたことから、棚
卸資産の評価の見直しを行いました。その結果、製商品について349百万円、原料について151百万円の棚卸資産評
価損を計上し、売上原価が増加しました。一方で、売上高が過去最高となったこと等により、連結営業利益は同
12.1％増の1,766百万円、連結経常利益は同12.0％増の1,809百万円となり、いずれも10期連続で過去最高益を更新
しました。親会社株主に帰属する当期純利益は、営業利益等の増加に加え、当社所有の土地の収用に伴う収用補償
金の計上、また役員退職慰労金の支給により課税所得が減少し法人税等が低く抑えられたことから、同43.0％増の
1,597百万円となり、５期連続で過去最高益を更新しました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
 

液卵関連事業
当セグメントにおきましては、主要な商品である液卵の販売単価及び原料の仕入単価は鶏卵相場に連動して変動

するものが多くあり、鶏卵相場が高く推移した場合は販売単価及び仕入単価はともに高く推移します。逆に、鶏卵
相場が低く推移した場合は販売単価及び仕入単価はともに低く推移します。そのため、販売単価と仕入単価の差益
の一定額以上の確保と販売数量の確保により利益が最大になるように努めております。
当セグメントにおける売上の指標である販売数量につきましては、前連結会計年度に比べ5.4％減となりました。

これは主に、１月から３月の直近３ヵ月では前年同期を上回る販売数量で推移したものの、上期において極度の鶏
卵不足の中、得意先である食品メーカーにおいて液卵調達への懸念から液卵の使用量を減らしたこと等によるもの
であります。
売上高につきましては、販売数量は減少したものの、人件費や光熱費の上昇をはじめとする様々な製造コストの

増加や、上期における鳥インフルエンザ多発に伴う鶏卵の供給不足による原料仕入価格の高騰、さらに得意先から
の要請を受けて安定供給に努めるべく輸入卵を含む原料を買い付けたことに伴い、販売価格の改定を進めました。
その結果、液卵売上高は前連結会計年度に比べ19.7％増の21,971百万円となりました。また、加工品売上高は、ゆ
で卵や茶碗蒸しベースの販売価格の改定等により同22.5％増の978百万円、その他売上高は鶏卵販売の減少等により
同48.3％減の324百万円となりました。この結果、当セグメント合計の売上高は同17.6％増の23,274百万円となりま
した。
セグメント利益につきましては、上述の棚卸資産評価損の計上により売上原価が増加しましたが、販売価格の改

定を行ったことや、製造コストの増加に対応するため工場の生産効率の向上や歩留まりの向上に努めるなど、業績
を向上させるべく様々な施策を講じた結果、同11.7％増の1,686百万円となりました。

 
調味料関連事業
当セグメントの売上高につきましては、原料仕入価格の値上がりに対応するため販売価格の改定を進めたこと

や、当社グループ内での卵白プロテインの委託加工等の販売増加及び健康食品等の付加価値商品向けの販売増等に
より、前連結会計年度に比べ17.9％増の1,479百万円となりました。
セグメント利益につきましては、前述のとおり売上高が増加したこと等により同28.3％増の70百万円となりまし

た。
 

その他
当セグメントは太陽光発電であり、売上高は前連結会計年度に比べ1.5％減の23百万円となり、セグメント利益は

修繕費の計上等により同20.4％減の９百万円となりました。
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　当社グループの当連結会計年度の財政状態の分析につきましては次のとおりであります。
 

(資産)

当連結会計年度末の資産合計は14,636百万円となり、前連結会計年度末に比べ967百万円増加しました。
流動資産は9,429百万円となり、前連結会計年度末に比べ908百万円増加しました。主な要因は、上期に鶏卵相場

が大幅に上昇したことに伴う在庫単価の上昇や今後の鳥インフルエンザ発生に伴う供給不足に備えて製品在庫を積
み増したこと等による商品及び製品の増加1,619百万円、現金及び預金の減少517百万円等によるものでありま
す。　
固定資産は5,207百万円となり、前連結会計年度末に比べ58百万円増加しました。主な要因は、建物及び構築物の

増加141百万円、有形固定資産のその他に含まれている建設仮勘定の増加46百万円、機械装置及び運搬具の減少149
百万円等によるものであります。
 
(負債)

当連結会計年度末の負債合計は4,943百万円となり、前連結会計年度末に比べ295百万円減少しました。
流動負債は4,525百万円となり、前連結会計年度末に比べ598百万円増加しました。主な要因は、在庫の積み増し

等に伴う運転資金需要増による短期借入金の増加1,236百万円、支払手形及び買掛金の減少180百万円、未払法人税
等の減少152百万円等によるものであります。　
固定負債は417百万円となり、前連結会計年度末に比べ893百万円減少しました。主な要因は、長期未払金の減少

516百万円、長期借入金の減少379百万円等によるものであります。
 
(純資産)

当連結会計年度末の純資産合計は9,693百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,262百万円増加しました。主な
要因は、親会社株主に帰属する当期純利益1,597百万円の計上及び配当金387百万円の支払により利益剰余金が1,209
百万円増加したこと等によるものであります。
この結果、自己資本比率は66.2％となりました。
 

②キャッシュ・フローの状況
当連結会計年度末における「現金及び現金同等物の期末残高」は、前連結会計年度末に比べ２百万円増加し3,133

百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。
 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)
当連結会計年度において営業活動により使用された資金は、前連結会計年度に比べ1,566百万円増加し292百万円

となりました。これは主に、棚卸資産の増加1,527百万円、法人税等の支払い628百万円、長期未払金の減少516百万
円、仕入債務の減少180百万円等による資金の減少が、税金等調整前当期純利益の計上2,016百万円、減価償却費の
計上453百万円、売上債権の減少234百万円等による資金の増加を上回ったことによるものであります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)
当連結会計年度において投資活動により使用された資金は、前連結会計年度に比べ276百万円減少し172百万円と

なりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出692百万円等による資金の減少が、定期預金の払戻による
収入537百万円等による資金の増加を上回ったことによるものであります。
　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)
当連結会計年度において財務活動により得られた資金は、前連結会計年度に比べ823百万円増加し468百万円とな

りました。これは主に、短期借入金の純増加額1,218百万円による資金の増加が、長期借入金の返済による支出360
百万円、配当金の支払い387百万円等による資金の減少を上回ったことによるものであります。
 
③生産、受注及び販売の実績

a. 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメント 金額(百万円) 前期比(％)

液卵関連事業 24,103 +31.3

調味料関連事業 1,457 +16.6

合計 25,561 +30.4
 

(注)　金額は、販売価格で表示しております。
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b. 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメント 金額(百万円) 前期比(％)

液卵関連事業 867 +12.3

調味料関連事業 4 △36.7

合計 871 +11.8
 

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
　　 ２　金額は、実際仕入額で表示しております。

 

c. 受注実績

当社グループの製品については、概ね受注生産でありますが、生産と販売の関連において製品の回転が早く、月
末(または期末)における受注残高が極めて少ないため、受注実績の記載を省略しております。

 

d. 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメント 金額(百万円) 前期比(％)

液卵関連事業 23,274 +17.6

調味料関連事業 1,205 +11.3

その他 23 △1.5

合計 24,503 +17.3
 

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
　　 ２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10以

上の相手先がないため、記載を省略しております。
 

(2)経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。
なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容
（売上高）
液卵関連事業につきましては、液卵売上高は、前連結会計年度に比べ19.7％増の21,971百万円となりました。これ

は主に、様々な製造コストの増加や、上期における鳥インフルエンザ多発に伴う鶏卵の供給不足による原料仕入価格
の高騰、さらに得意先からの要請を受けて安定供給に努めるべく輸入卵を含む原料を買い付けたことに伴い、販売価
格の改定を進めたことによるものであります。なお、売上の指標である販売数量は、2024年１月から３月の直近３ヵ
月では前年同期を上回る販売数量で推移したものの、上期において極度の鶏卵不足の中、得意先である食品メーカー
において液卵調達への懸念から液卵の使用量を減らしたこと等により、前連結会計年度に比べ5.4％減となりまし
た。加工品売上高は、茶碗蒸しベースの販売が増加したこと等により同22.5％増の978百万円、その他売上高は鶏卵
販売の減少等により同48.3％減の324百万円となりました。この結果、当セグメント合計の売上高は同17.6％増の
23,274百万円となりました。
調味料関連事業につきましては、原料仕入価格の値上がりに対応するため販売価格の改定を進めたことや、当社グ

ループ内での輸入粉卵及び卵白プロテインの委託加工等の販売増加及び健康食品等の付加価値商品向けの販売が増加
したこと等により、前連結会計年度に比べ17.9％増の1,479百万円となりました。
その他につきましては太陽光発電事業であり、売上高は前連結会計年度に比べ1.5％減の23百万円となりました。
この結果、セグメント間の内部売上高を除いた連結売上高は前連結会計年度に比べ17.3％増の24,503百万円とな

り、過去最高となりました。
 

（売上総利益）
当連結会計年度における売上原価につきましては、主に液卵関連事業において、鶏卵の供給不足に対応した割高な

輸入卵仕入の増加等により材料費が増加したことに加え、様々な製造経費が値上げ等により増加しました。さらに
は、鶏卵相場の変動幅が上期と下期で極めて大きいものとなり、製品及び原料の取得原価と正味売却価額及び再調達
原価との間に著しい差異が生じたことから、棚卸資産の評価の見直しを行い、原料について151百万円、製商品につ
いて349百万円の棚卸資産評価損を計上しました。この結果、売上原価は、前連結会計年度に比べ19.5％増の20,314
百万円となりましたが、売上高が過去最高となったことにより、売上総利益は同7.6％増の4,188百万円となりまし
た。
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（営業利益）
当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、液卵関連事業における凍結製品製造、保管数量増による保管料

の増加等により、前連結会計年度に比べ4.6％増の2,422百万円となりました。
この結果、営業利益は同12.1％増の1,766百万円となり、10期連続で過去最高益を更新しました。

 

（経常利益）
営業外収益は、受取賃貸料21百万円や受取保険金17百万円の計上等により54百万円となりました。営業外費用は、

支払利息10百万円の計上となりました。
この結果、経常利益は前連結会計年度に比べ12.0％増の1,809百万円となり、10期連続の増益で過去最高益を更新

しました。また、経常利益率は7.4％となりました。
 

（特別損益）
特別利益には、主に、奈良市に所有している土地の一部収用に伴う収用補償金207百万円を計上しました。
特別損失には、固定資産除売却損０百万円を計上しました。
 

（親会社株主に帰属する当期純利益）
親会社株主に帰属する当期純利益は、上述の特別利益の計上や、役員退職慰労金の支給により課税所得が減少し法

人税等が低く抑えられたこと等により、前連結会計年度に比べ43.0％増の1,597百万円となり、５期連続で過去最高
益を更新しました。

 

②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報
当社グループの資金需要としましては、運転資金、設備投資、借入金の返済及び利息の支払、税金及び配当金の支

払等であります。資金の調達手段としましては、主に、営業活動によるキャッシュ・フロー及び金融機関からの借入
れにより調達しております。また、運転資金の効率的な調達のため、主要取引銀行４行と当座貸越契約を締結するこ
とで手元流動性を確保しており、金融機関との間で総額5,400百万円の契約を締結しております。本契約に基づく当
連結会計年度末の借入実行残高は1,650百万円であります。この他、納税資金や配当資金を短期借入金で調達してお
ります。
当連結会計年度における資金調達の状況につきましては、棚卸資産の増加1,527百万円、法人税等の支払い628百万

円、長期未払金の減少516百万円、仕入債務の減少180百万円等による資金の減少が、税金等調整前当期純利益の計上
2,016百万円、減価償却費の計上453百万円、売上債権の減少234百万円等による資金の増加を上回ったことにより、
営業活動によるキャッシュ・フローは、292百万円のキャッシュ・アウトとなり、在庫の積み増しや法人税等の支払
等に伴う運転資金需要増により、短期借入金が前連結会計年度に比べ1,218百万円増加しました。
翌期につきましては、運転資金や経常的に発生する設備更新等については、営業活動によるキャッシュ・フローや

当座貸越契約による調達、また長期借入金でまかなう予定であります。
なお、当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　４　経営者によ

る財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1)経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フロー
の状況」をご参照ください。

 
③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定
当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されておりま

す。この連結財務諸表の作成に当たって採用している会計方針は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)
連結財務諸表　注記事項　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。連結財務
諸表の作成においては、過去の実績やその時点での合理的と考えられる情報に基づき、会計上の見積りを行っており
ますが、見積りには不確実性が伴い、実際の結果とは異なる場合があります。
当社グループは、特に以下の会計上の見積りが当社グループの連結財務諸表に重要な影響を与えるものと考えてお

ります。
 

a．棚卸資産の評価
当社グループは、棚卸資産の評価について、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま

す。 収益性の低下を見積るにあたり、商品及び製品は正味売却価額と、原材料は再調達原価とそれぞれの取得原
価を比較して、下落部分について当連結会計年度の費用として計上しております。見積りにあたっては慎重に検
討しておりますが、将来の不確実な市場環境等の影響を受け、収益性の低下の見積りの見直しが必要となった場
合には、棚卸資産評価損の計上が必要となる可能性があります。

 
５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】
当連結会計年度の研究開発活動は、様々なお客様の用途に合った製品の研究開発に注力いたしました。
当連結会計年度における研究開発費の総額は178百万円であります。セグメントごとの研究開発活動を示すと次の

とおりであります。
 

（液卵関連事業）
液卵関連事業の研究開発活動は、液卵メーカーとしての製品技術や製品レベルの向上を図り、顧客ニーズに応じ

た製品の開発を行うための卵の特性の研究などを行っております。
研究開発体制は、関東事業部の研究開発担当と製造統轄部を中心として行っており、関東事業部研究開発担当３

名と製造統轄部16名の社員計19名及びそれを補佐するパート従業員数名で、大学や他の研究機関等との連携を強化
し、共同開発に向けた活動を本格的に始めております。
具体的な研究開発活動は、安全・安心の面で殺菌液卵の需要が増えている中、未殺菌液卵と同等の起泡力を有す

る殺菌液卵の開発や顧客の用途に合った液卵等の研究開発に注力しております。その中で、殺菌製菓用卵白や液卵
をベースとした新たな卵加工品について製品化が実現し、数社の顧客へ販売しております。
また、お客様の要望が強いものに的を絞った液卵の開発や品質改良に取り組んでおります。さらに、大学や他の

研究機関等との連携を図り、鶏卵の新規用途の可能性や、卵殻等の廃棄物の有効利用のための研究を行ってまいり
ます。
当連結会計年度における当事業の研究開発費の総額は161百万円であります。

 

（調味料関連事業）
調味料関連事業の研究開発体制は、研究開発部３名で行っており、粉末状態のものを高温で加熱処理することが

可能な特殊な加工設備を有し、この技術を活用して商品開発を進めております。また、造粒加工や粉体混合等、当
社グループが持つ各生産設備を個別に完結させることなく連係することで、単一の生産設備では成し得ない複合的
な商品開発も進めており、原料の選定や配合を変えることで無数の商品開発が可能になります。これにより、昨今
細分化されている複雑な味の要求にもフレキシブルに対応しております。
これに加え、お客様の様々な要望に応えるために、開発担当者と営業担当者が密に連携し、お客様の意図や嗜好

性を把握しながら商品開発を進めております。
当連結会計年度における当事業の研究開発費の総額は17百万円であります。

 

EDINET提出書類

イフジ産業株式会社(E00511)

有価証券報告書

14/74



第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】
当連結会計年度中に実施した設備投資総額は、483百万円となりました。セグメントごとの設備投資等の概要は次

のとおりであります。

　（1）液卵関連事業

当連結会計年度の主な設備投資については、主に液卵の増産体制拡充を目的として、総額476百万円の投資を実

施しました。
 

　（2）調味料関連事業

当連結会計年度の主な設備投資については、調味料製造設備の更新等、総額7百万円の投資を実施しました。
 

　（3）その他

当連結会計年度は、主な設備投資はありません。

 
２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

2024年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

福岡事業部及び本社
(福岡県糟屋郡粕屋町)

液卵関連事業
事務所・

液卵製造設備
83 122

433
(14,718.51)

5 147 791 46[119]

関東事業部
(茨城県水戸市)

液卵関連事業

その他
液卵製造設備 1,181 418

407
(18,940.00)

― 4 2,011 38[100]

名古屋事業部
(愛知県安城市)

液卵関連事業 液卵製造設備 159 270
471

(4,424.69)
― 4 907 17[40]

関西事業部
(京都府綴喜郡井手町)

液卵関連事業

その他
液卵製造設備 235 164

427
(15,257.98)

― 2 829 21[69]
 

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、「工具、器具及び備品」及び「建設仮勘定」であります。
２　従業員数の［　］は、臨時従業員数を外数で表示しております。
３　臨時従業員には、定年後の再雇用者、パートタイム従業員及びアルバイトを含み、派遣社員を除いておりま

す。

 
(2) 国内子会社

2024年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

日本化工
食品株式
会社

千葉工場
(千葉県市原市)

調味料関連事業

その他

業務用粉体調味料

及び顆粒調味料

製造設備等

126 33
117

(4,132.54)
4 281 31[19]

 

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、「工具、器具及び備品」であります。

２　従業員数の［　］は、臨時従業員数を外数で表示しております。
３　臨時従業員には、定年後の再雇用者、パートタイム従業員及びアルバイトを含み、派遣社員を除いておりま

す。
 

３ 【設備の新設、除却等の計画】
(1)重要な設備の新設等

当社グループでは、持続的な成長のための設備投資を計画しております。
2024年度については、主に液卵関連事業において、液卵の増産体制拡充や効率化、品質の安定化等を目的とした

設備投資を中心として、総額10億円程度の設備投資を計画しております。資金調達方法については、主に自己資金
及び借入金で調達する予定であり、2025年３月に完了を予定しております。

 
(2)重要な設備の除却等

経常的な設備更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,792,000

計 16,792,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2024年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年６月27日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 8,345,370 8,345,370
東京証券取引所
スタンダード市場
福岡証券取引所

単元株式数　100株

計 8,345,370 8,345,370 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2013年７月１日 2,781,790 8,345,370 ― 455 ― 366
 

(注)　2013年７月１日に、2013年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、１株につき1.5株の割合をもって
分割いたしました。
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(5) 【所有者別状況】

2024年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 11 24 63 23 7 4,521 4,649 ―

所有株式数
(単元)

― 7,615 1,293 20,647 2,834 43 50,432 82,864 58,970

所有株式数
の割合(％)

― 9.19 1.56 24.92 3.42 0.05 60.86 100.00 ―
 

(注) 自己株式82,801株は「個人その他」に828単元、「単元未満株式の状況」に１株含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】

2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社将コーポレーション 福岡市東区香椎照葉２丁目３－24 995 12.04

宇髙　紫乃 山口県山口市 723 8.76

宇髙　真一 山口県山口市 423 5.13

宇髙　和真 山口県山口市 421 5.10

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２丁目13－１ 394 4.78

藤井　将徳 福岡市東区 362 4.39

宇髙　悠真 山口県山口市 288 3.49

藤井　智徳 福岡市東区 277 3.36

藤井　宗徳 福岡市東区 236 2.86

国立大学法人九州大学 福岡市西区元岡７４４ 200 2.42

計 ― 4,323 52.33
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 82,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,203,600 82,036 ―

単元未満株式 普通株式 58,970 ― ―

発行済株式総数 8,345,370 ― ―

総株主の議決権 ― 82,036 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式１株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2024年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
イフジ産業株式会社

福岡県糟屋郡粕屋町
戸原東二丁目１番29号

82,800 ― 82,800 1.00

計 ― 82,800 ― 82,800 1.00
 

 

(8)【役員・従業員株式所有制度の内容】

譲渡制限付株式報酬制度

当社は、2023年６月28日開催の第51期定時株主総会の決議に基づき、取締役（監査等委員である取締役及び社外
取締役を除く。）を対象に、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。
制度の詳細につきましては、「４ コーポレート・ガバナンスの状況等 （４）役員の報酬等」をご覧ください。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。　
 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。　
 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 345 0

当期間における取得自己株式 150 0
 

(注)　当期間における取得自己株式には、2024年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買
取りによる株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

その他(譲渡制限付株式報酬に係る
自己株式の処分)

19,100 20 ― ―

その他(単元未満株式の買増請求
による売渡)

― ― ― ―

保有自己株式数 82,801 ― 82,951 ―
 

(注)　当期間における保有自己株式数には、2024年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取
りによる株式数及び買増請求による売渡株式数は含めておりません。

 

３ 【配当政策】

当社グループは、株主の皆様に対する適切な利益還元を重要な経営目標と位置付けております。

また、当社の属する液卵業界において市場競争力を確保し、シェア及び収益の向上を図るためには、製造設備、

研究開発等の積極的な投資が必要であると考えております。

株主に対する利益還元の基本方針としましては、経営体質の強化や今後の事業展開を勘案した内部留保にも留意

しつつ、連結ベースの目標配当性向を25％～30％とし、中間配当及び期末配当の年２回としております。

当社は会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当（期末配当）を行うことができる

旨を定款に定めております。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、中間配当は１株当たり26円を実施し、期末配当は１株当たり22円と

いたしました。

なお、当社は「取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる」旨を定款に

定めており、この配当の決定機関は取締役会であります。
 

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

2023年11月９日
取締役会決議

214 26

2024年６月26日
定時株主総会決議

181 22
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
当社グループは、株主から託された資本を用いて事業活動を行い、企業価値を増大させることが大きな使命の一

つであると考えております。また、当社は公開会社でもあることから、株主の負託に応えることはもちろん、お取
引先、地域社会や地域住民の方々、従業員等に対する社会的責任を果たしていくこと、全ての株主について平等に
扱うこと、株主の権利行使の環境整備を行うこと、株主との対話を促進することも重要な責務であると認識してお
ります。このような認識のもと、当社は毎月取締役会を開催し、毎月の業務報告を行い、また、経営上の諸問題を
討議し、的確な意思決定や業務執行、並びに監督・監視ができる体制を構築しております。そのほか、会計上の問
題や企業倫理、法令上の問題については、監査法人（会計監査人）や顧問弁護士等に随時相談し、コンプライアン
ス（法令遵守）に努めております。
 

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ　企業統治の体制の概要

当社の企業統治の体制は、有価証券報告書提出日現在、主に「取締役会」、「監査等委員会」、「会計監査

人」、「指名・報酬諮問委員会」で構成されております。

取締役会は、有価証券報告書提出日現在で10名の取締役で構成されており、取締役（監査等委員である取締役
を除く。）６名（うち社外取締役２名）及び取締役監査等委員４名（うち社外取締役３名）であります。
取締役会の議長は、代表取締役社長　藤井宗徳が務めております。その他の構成員は、常務取締役　池田賢次

郎、常務取締役　原 敬、取締役　見島正文、社外取締役　川原正孝、社外取締役　中川正裕、取締役常勤監査
等委員（社外取締役）　渡邊明治、取締役監査等委員（社外取締役）　近藤隆志、取締役監査等委員（社外取締
役）　桝本美穂、取締役監査等委員　坂本 勇であります。毎月の定例の取締役会のほか、必要に応じて臨時取
締役会を開催することとしております。取締役会では、月次の業務報告のほか、法令、定款及び取締役会規程に
定められた事項について審議しており、取締役相互に質疑、提案並びに意見交換し、取締役相互に業務執行状況
を監督しております。
監査等委員会は、有価証券報告書提出日現在で４名の取締役監査等委員で構成されております。監査等委員会

の委員長は、取締役常勤監査等委員　渡邊明治が務めております。監査等委員会は、原則として毎月１回開催す
る定例監査等委員会のほか、必要に応じて臨時監査等委員会を開催することとしております。取締役監査等委員
は全員が取締役会に出席するほか、取締役常勤監査等委員は毎月開催の事業部長会議等の重要な会議に出席し、
必要に応じて意見を述べる等、常に取締役の業務執行を監視できる体制となっております。
会計監査人は、当社とは利害関係のない有限責任監査法人トーマツを選任しております。公正不偏な立場から

監査を実施しております。各四半期決算時及び期末決算時には、会計監査人と代表取締役社長、常務取締役管理
本部長、取締役監査等委員、内部監査室長、管理部門の責任者が、会計監査について報告を受けるとともに、議
論することとしております。
指名・報酬諮問委員会は、取締役の指名、報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化す

ることを目的として設置している取締役会の諮問機関であります。指名・報酬諮問委員会は、有価証券報告書提
出日現在で、社外取締役　川原正孝、社外取締役　中川正裕、代表取締役社長　藤井宗徳の計３名で構成されて
おり、委員長は社外取締役　川原正孝であります。指名・報酬諮問委員会は、取締役会の諮問に応じてその内容
を審議し、その内容を取締役会へ答申・報告しております。当事業年度においては、取締役会の多様性の観点を
踏まえて、将来の取締役候補や構成員、社内取締役と社外取締役の構成比等につき審議し取締役会に答申いたし
ました。また、報酬に関しては、取締役の総額報酬及び個々の取締役の報酬額について審議し取締役会に答申い
たしました。
 

ロ　企業統治の体制を採用する理由
当社は、「監査等委員会設置会社」を採用しております。取締役会の議決権のある構成員として、取締役会の

職務執行の監査等を行う監査等委員を置くことで、取締役会の監査・監督機能を強化し、コーポレート・ガバナ
ンス体制を一層充実させるとともに、取締役会から取締役への権限委譲により業務執行の意思決定を迅速かつ効
率的に行っております。また、取締役は社内取締役５名、社外取締役５名で、取締役会の半数を社外取締役が占
める体制とすることにより、ガバナンスを強化しております。社内取締役（監査等委員である取締役を除く。）
は取締役会に加え随時に取締役間の打合せを行い、円滑な業務執行と取締役間の執行監視を行っており、社外取
締役が独立的な立場から業務執行について厳正な監視や提言を行っております。
取締役監査等委員は取締役会その他重要な会議に出席し、豊富な知識経験をもとに独立した立場から経営に対

する監視並びに取締役等の業務執行の監査を行っており、十分な企業統治の体制が図られていると考えておりま
す。
 

③企業統治に関するその他の事項

イ　内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況
当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保す

るための体制を整備するため、取締役会において「内部統制システムの基本方針」を決議しております。
　リスク管理体制及びコンプライアンス体制につきましては、当社のリスク及びコンプライアンスを管理するた
め、社長直轄の「リスクマネジメント・コンプライアンス委員会」を設置しております。また、同委員会の活動
を補助するために、「経営部会」「営業部会」「購買部会」「製造部会」「子会社部会」の専門部会を設置し、
各専門部会ごとに現状及び今後直面することが予測されるリスクを分析・評価した上で、優先的に対応すべきリ
スクを抽出し、その管理体制及び方法等について必要な規程を整備しております。
さらに、会社及び社員の行動指針と各部門における事業活動の基準を定めた「企業活動の基本方針と行動指

針～私たちの行動基準～」を作成し、コンプライアンス研修を定期的に開催するなど、社員のコンプライアンス
意識の強化に努めております。
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ロ　提出会社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

当社は、子会社に関する管理基準を関係会社管理規程に定めており、子会社の経営については当社取締役また
は幹部社員を取締役として派遣し、事業内容の定期的な報告や重要案件については事前協議を行うなど、当社の
業務執行に沿った業務執行を行うとともに、業務執行を監督しております。　

 
企業統治の体制図は次のとおりです。

 

 
ハ　取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は12名以内とする旨、また、監査等委員である取締役は５

名以内とする旨を定款に定めております。
 

ニ　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。
 

ホ　自己株式の取得について

当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行するこ

とを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって自己株式を取得すること

ができる旨を定款で定めております。
 

ヘ　中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を可能にするため、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決

議によって毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。
 

ト　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。
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チ　責任限定契約

当社と業務執行取締役等でない取締役は、会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。その契約内容の概要は次のとおりであります。

・業務執行取締役等でない取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425

条第１項の最低責任限度額を限度としてその責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、業務執行取締役等でない取締役がその責任の原因となった職務の執行に

ついて善意でかつ重大な過失がない時に限るものとする。

 
リ　剰余金の配当等の決定機関

当社は、資本政策及び配当政策を機動的に遂行することが可能となるよう、剰余金の配当（期末配当）等会社

法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会決議によって定

めることができる旨を定款で定めております。

 
ヌ　役員等賠償責任保険契約

当社は、会社法第430条の３第１項の規定に基づき、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被

保険者が当社役員としての業務につき行った行為に起因して、被保険者に対し損害賠償請求がなされた場合の損

害賠償金及び争訟費用を填補することとしております。ただし、被保険者が違法に利益または便宜を得たこと、

法令等に違反することを認識しながら行った行為に起因する損害は填補されないなど、一定の免責事由がありま

す。

当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社取締役であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当

社が負担しております。
 

④取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を原則月１回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとお

りであります。

氏名 開催回数 出席回数

藤井　徳夫 ３回 ３回

藤井　宗徳 13回 13回

池田賢次郎 13回 13回

原　　　敬 13回 13回

見島　正文 13回 13回

川原　正孝 13回 12回

中川　正裕 13回 13回

渡邊　明治 13回 13回

近藤　隆志 13回 13回

桝本　美穂 10回 10回

坂本　　勇 10回 10回
 

(注)１　藤井徳夫氏は、2023年６月28日開催の定時株主総会の終結の時をもって取締役を退任しておりますの
で、退任までの期間に開催された取締役会の出席状況を記載しております。

　　２　桝本美穂氏、坂本勇氏は、2023年６月28日開催の定時株主総会において取締役に就任しておりますの
で、就任後に開催された取締役会の出席状況を記載しております。

 

取締役会における具体的な審議・検討内容は以下のとおりであります。

なお、取締役の指名、報酬等に関しては、取締役会の諮問機関である指名・報酬諮問委員会において審議し、

その答申を尊重しつつ、取締役の指名及び取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等については取締

役会において決定し、監査等委員である取締役の報酬等については監査等委員である取締役の協議により決定し

ております。

事業方針・事業計画及び予
算に関する事項

設備投資計画、人員計画、中期経営計画等の承認

業務執行に関する事項 月次の経営実績の報告、代表取締役及び業務執行取締役の業務執行報告

決算に関する事項
事業報告、計算書類及び連結計算書類、財務諸表及び連結財務諸表並びにそれら
を含む通期及び四半期の決算短信、有価証券報告書及び四半期報告書等の承認、
配当金に関する事項の決定

ガバナンスに係る事項

内部統制に関する事項の決定及びその運営状況の報告、取締役会の実効性に関す
る評価に基づくアクションプランの設定、政策保有株式に関する検討、リスクマ
ネジメント・コンプライアンス委員会に関する報告、役員候補者の指名を含む株
主総会の付議事項の決定、代表取締役・役付取締役の選定、業務執行取締役への
委嘱業務の決定、役員の報酬等の決定等
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(2) 【役員の状況】

①役員一覧

男性9名　女性1名　（役員のうち女性の比率10.0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役
社長

藤　井　宗　徳 1975年６月２日生

1999年４月 当社入社

2003年３月 当社名古屋事業部次長

2006年３月 当社関東事業部長代理

2007年６月 当社取締役就任

2008年３月 当社常務取締役就任

2009年11月 当社専務取締役就任

2009年11月 日本化工食品株式会社代表取締役

社長就任

2011年６月 当社経営企画室担当

2014年６月 当社代表取締役社長就任(現任)

2022年２月

 
日本化工食品株式会社代表取締役

社長就任(現任)

(注)1 236,600

常務取締役
関東事業部長

東日本（関東事業部・
名古屋事業部）担当

池　田　賢次郎 1959年３月29日生

1981年４月 当社入社

1996年４月 当社関東事業部長(現任)

1998年６月 当社取締役就任

1999年４月 当社名古屋事業部長

2003年６月 当社常務取締役就任(現任)

2011年６月 当社名古屋事業部担当

2019年６月 当社東日本（関東事業部・名古屋

事業部）担当 （現任）

(注)1 54,565

常務取締役
管理本部長

原　　　　　敬 1971年２月４日生

1994年４月 当社入社

2006年３月 当社経営企画室次長

2009年11月

 
日本化工食品株式会社取締役

工場長就任

2011年６月 当社取締役総務部長就任

2012年１月 当社経営企画室担当

2019年８月 日本化工食品株式会社監査役就任

2020年４月

 
当社取締役経営企画部長兼総務部

担当就任

2021年６月

 
日本化工食品株式会社取締役就任

（現任）

2023年６月

 
当社常務取締役経営企画部長兼総

務部担当就任

2024年４月

 
当社常務取締役管理本部長就任

(現任)

(注)1 17,250

取締役
購買統轄部担当

西日本（関西事業部・
福岡事業部）担当

見　島　正　文 1957年11月２日生

1982年１月 当社入社

2005年６月 当社営業統轄部長

2011年６月 当社取締役購買統轄部長就任

2011年６月 当社製造統轄部担当

2019年６月

 
当社取締役西日本（関西事業部・

福岡事業部）担当（現任）

2024年４月 当社取締役購買統轄部担当(現任)

(注)1 22,400

取締役 川　原　正　孝 1950年３月18日生

1973年４月

 
株式会社福岡相互銀行(現株式会

社西日本シティ銀行)入行

1979年10月 株式会社ふくや入社

1986年４月 同社常務取締役就任

1994年４月 同社代表取締役副社長就任

1997年１月 同社代表取締役社長就任

2014年６月 当社取締役就任(現任)

2017年４月

 
株式会社ふくや代表取締役会長

（現任）

(注)1 50,000
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 中　川　正　裕 1949年７月27日生

1973年４月 株式会社日本興業銀行(現株式会

社みずほ銀行)入行

2000年11月 九州電力株式会社入社

2007年６月 同社執行役員長崎支店長

2010年６月 九州ビジネスソリューションズ株

式会社（現 Ｑsol株式会社）代表

取締役社長

2014年６月

 
一般社団法人九州経済連合会

専務理事

2017年６月 同法人顧問（現任）

2020年６月 当社取締役就任(現任)

(注)1 1,000

取締役
常勤監査等委員

渡　邊　明　治 1948年５月８日生

1971年４月

 
株式会社西日本相互銀行（現株式

会社西日本シティ銀行）入行

1995年10月

 
同行国際部次長兼宮崎国際業務

室長

1996年７月 同行本店営業部次長

2002年２月

 
 

株式会社西銀経営情報サービス

（現 株式会社ＮＣＢリサーチ＆

コンサルティング） 出向　部長

2004年４月

 
 

財団法人西日本銀行国際財団（現

公益財団法人西日本国際財団）

事務局長

2009年４月

 
香蘭女子短期大学 非常勤講師

（金融論・銀行論）

2021年６月 当社監査役就任

2023年６月 当社取締役監査等委員（現任）

(注)2 ―

取締役
監査等委員

近　藤　隆　志 1949年８月７日生

1974年９月 九州松下電器株式会社(現パナソ

ニックシステムソリューションズ

ジャパン株式会社）入社

1998年６月 同社取締役

2008年４月 同社専務取締役

2010年６月 当社監査役就任

2023年６月 当社取締役監査等委員（現任）

(注)2 5,000

取締役
監査等委員

桝　本　美　穂 1974年９月23日生

2005年４月 最高裁判所司法研修所入所

2006年10月 弁護士登録

鴻和法律事務所 入所

2008年４月 財務省福岡財務支局 入局

2010年８月 新星法律事務所 入所

2016年８月 メディアファイブ株式会社 社外

監査役（現任）

2019年10月 メディア総研株式会社 社外監査

役（現任）

2022年１月 桝本法律事務所 開所　代表弁護

士（現任）

2023年６月 当社取締役監査等委員（現任）

(注)2 ―

取締役
監査等委員

坂　本　　勇 1954年７月６日生

1980年４月 当社入社

2001年２月 当社福岡事業部長

2002年６月 当社取締役福岡事業部長

2011年６月 当社取締役関西事業部担当

2013年９月 当社取締役関西事業部長兼福岡事

業部担当

2019年６月 当社取締役退任

2019年７月 当社関西事業部広域営業支援担当

顧問

2020年７月 当社非常勤顧問

2023年６月 当社取締役監査等委員（現任）

(注)2 11,325

計  398,140
 

 

(注) １　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、いずれも、2024年３月期に係る定時株主総会終結

の時から2025年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　　 ２　監査等委員である取締役の任期は、2023年３月期に係る定時株主総会終結の時から2025年３月期に係る定

時株主総会終結の時までであります。
    ３　取締役　川原正孝氏、中川正裕氏、渡邊明治氏、近藤隆志氏及び桝本美穂氏は、社外取締役であります。
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②社外役員の状況

当社の社外取締役は有価証券報告書提出日現在で５名であります。

社外取締役　川原正孝氏は、長年にわたり株式会社ふくやの経営トップを務めており、企業経営に関する豊富な

経験と幅広い見識に基づき、当社の経営全般や取締役会の意思決定の妥当性及び適正性、事業方針の策定等に関し

て有用な意見、助言をするとともに、コーポレート・ガバナンスの強化に寄与するため選任しております。同氏は

このほか、株式会社ホークスタウンの社外取締役及び福岡地所株式会社の社外監査役を兼務しております。なお、

株式会社ふくやと当社との間には当社製品売買の取引はありますが、その取引額は50万円未満、当社売上高の0.1％

未満と僅少であり、またその取引条件は通常の取引先と同様です。従って、同氏は社外取締役として制約を受けず

に客観的な立場から業務を遂行できると考えております。同氏は当社株式0.61％(50,000株)を保有しております。

社外取締役　中川正裕氏は、銀行、事業会社等、幅広い業種の企業経営や経済団体への参画に基づく豊富な経験

と高い見識を有しております。同氏の経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、当社の経営全般や取締役

会の意思決定の妥当性及び適正性、事業方針の策定等に関して有用な意見、助言をするとともに、コーポレート・

ガバナンスの強化に寄与するため選任しております。なお、同氏が過去に在籍していた九電ビジネスソリューショ

ンズ株式会社（現 Ｑsol株式会社）と当社との間には情報セキュリティに関する取引がありますが、その取引額は

年額50万円未満と僅少であり、またその取引条件は通常の取引先と同様です。従って、同氏は社外取締役として制

約を受けずに客観的な立場から業務を遂行できると考えております。同氏は当社株式0.01％(1,000株)を保有してお

ります。

社外取締役常勤監査等委員　渡邊明治氏は、銀行や経営コンサルティング会社等での業務経験に加え、教育機関

で金融論等の教鞭を取るなど、財務及び会計に関する高い知見を有しております。その豊富な経験や高い知見に基

づき、当社の監査体制やコンプライアンスの強化に寄与してもらうため選任しております。なお、同氏が過去に在

籍していた株式会社西日本相互銀行（現 株式会社西日本シティ銀行）と当社との間に取引はありません。従って、

同氏は社外取締役として制約を受けずに客観的な立場から業務を遂行できると考えております。

社外取締役監査等委員　近藤隆志氏は、九州松下電器株式会社（現パナソニックシステムソリューションズジャ

パン株式会社）の専務取締役を務めた経験を有しており、その豊富な知識や幅広い経験等に基づき、当社の経営全

般や製造現場における事故防止等のリスク管理に関して有用な指摘、助言を得るため選任しております。なお、同

社と当社との間に取引はありません。従って、同氏は社外取締役として制約を受けずに客観的な立場から業務を遂

行できると考えております。同氏は当社株式0.06％(5,000株)を保有しております。

社外取締役監査等委員　桝本美穂氏は、桝本法律事務所の代表弁護士であり、法律の専門家としての高度な知識

と豊富な実務経験を有しております。その知見を活かし、適法性・妥当性の観点から取締役の業務執行に対し監督

と助言を行ってもらうことや、専門的見地から当社の監査の充実やコンプライアンスの強化に寄与するため選任し

ております。なお、同法律事務所と当社との取引はありません。また、同氏はメディアファイブ株式会社及びメ

ディア総研株式会社の社外監査役を兼務しておりますが、両社と当社との取引関係はありません。従って、同氏は

社外取締役として制約を受けずに客観的な立場から業務を遂行できると考えております。

上記以外に、社外取締役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

なお、上記社外取締役５名については、いずれも一般株主と利益相反の生じる恐れがないと判断し、全員を独立

役員として指定し、東京証券取引所に届け出ております。

当社は、社外取締役を選任するための独立性に関する基準及び方針について以下のように定めております。

　・東京証券取引所の定める独立性基準の要件に合致する者

　・経営者等として豊富な経験と知識を有し、独立性・中立性のある者

また、社外取締役監査等委員を選任するための基準及び方針については以下のように定めております。

　・常に公正不偏の態度を保持し、自らの信念に基づき行動できる者

　・経営全般の見地から経営課題についての認識を深め、経営状況の推移と企業をめぐる環境の変化を把握し、能

動的・積極的に意見を述べることができる者

 
③社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会による監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制

部門との関係

当社の監査等委員である取締役４名のうち３名は社外取締役であります。取締役会には、これら監査等委員であ

る取締役を含めた社外取締役全員が出席し、経営に対する監視並びに取締役の業務執行の監査を行うこととしてお

ります。

事業部長会議、リスクマネジメント・コンプライアンス委員会等の重要な会議には常勤監査等委員である取締役

が出席し、中立的な立場から意見を述べるなど、監査等委員会による業務執行を監視する機能が有効に機能すると

考えております。

また、監査等委員会は、内部監査室及び会計監査人と随時情報交換や意見交換を行うほか、定期的に三者による
ミーティングを行う等連携を密にし、監査の効率化等、監査機能の向上を図ることととしております。
内部監査室と監査等委員会は、監査計画等について協議するとともに、適宜情報交換を行い、監査実施に向けて

相互に連携を図っております。また、常勤監査等委員である取締役は、内部監査室が実施する内部監査に立会うと
ともに、当社各部の業務執行状況について確認を行うなど、監査の実効性の強化に努めております。
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(3) 【監査の状況】

①監査等委員会監査の状況

a．監査等委員会の組織・人員について

　当社の監査等委員会は、社外取締役常勤監査等委員　渡邊明治氏、社外取締役監査等委員　近藤隆志氏、社外
取締役監査等委員　桝本美穂氏、取締役監査等委員　坂本 勇氏の４名で構成されております。社外取締役監査等

委員３名は東京証券取引所に独立役員として届け出ております。社外取締役監査等委員３名の経験及び知見につ
いては、「（２）役員の状況」の「②社外役員の状況」に記載のとおりであります。
　監査等委員である取締役　坂本 勇氏は、2002年から2019年まで取締役を務め、当社の事業を知悉しており、経

営全般に係る監督と助言を的確に行える経験及び知見を有しております。

 
b．監査等委員会の活動状況について

　イ．監査等委員会の開催頻度・個々の監査等委員の出席状況
監査等委員会は、2023年６月の監査等委員会設置会社への移行後、当事業年度において監査等委員会は10回

開催し、監査等委員全員が全ての監査等委員会に出席しております。
　監査等委員会は、原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて随時開催することとしており、１回当た
りの平均所要時間は約１時間半です。
 

　ロ．監査等委員会の内容
　当事業年度においては、以下のとおり報告、決議を行いました。

報告事項

取締役会、事業部長会議、リスクマネジメント・コンプライアンス委員会等の重要な会議の
状況のほか、労務管理の状況、新規事業に関する事項等監査等委員が共有すべき事項、各種
監査調書等の報告、会計監査人の会計監査に係る監査計画や重点監査項目及び会計監査の結
果の報告、内部監査室からの内部監査に係る計画及び結果の報告、子会社監査役からの監査
に関する結果の報告

決議事項

常勤監査等委員及び監査等委員会委員長の選定、監査等委員会監査方針・監査計画・職務分
担の決定、会計監査人の評価に関する事項、会計監査人の再任に関する事項、会計監査人の
報酬の同意に関する事項、監査等委員会監査報告等の決議、監査等委員の報酬等に関する全
員一致による協議等

 

　このほか、検討事項として、取締役会の議題につき、監査等委員会で毎回検討・審議を行っており、監査の
実行性と効率性を高めております。また、代表取締役社長及び関係する取締役と全ての社外役員が出席する意
見交換会を、当事業年度においては１回開催し、情報及び意見の交換を行っており、取締役の業務執行の実効
性の向上に寄与していると判断しております。

 
ハ．監査等委員会の活動状況　
　当社における監査等委員会監査は、監査等委員会で策定した監査の方針、及び業務分担に従い、当社及び子
会社の業務全般について、常勤監査等委員を中心として計画的かつ網羅的な監査を実施しております。
　監査等委員は、取締役会に毎回出席し、その報告及び決議等の審議内容を監査し、必要に応じて質問、意見
表明を行っております。
　常勤監査等委員及び非常勤の監査等委員のうち１名は、原則として月１回開催される、事業部長会議、リス
クマネジメント・コンプライアンス委員会等の重要会議に出席し、情報共有や意見表明等を行い、常に取締役
（監査等委員を除く。）の業務執行を監視できる体制となっております。
また、監査等委員会は、会計監査人の監査計画の説明を受けるとともに、決算短信や有価証券報告書等の決

算に関する協議に参加しております。さらに、重要な会議の議事録、稟議決裁書類、契約書等の業務執行上の
重要書類等を随時確認し、監査を行う上で必要な情報を得ております。
　監査等委員会は、「三様監査」の観点から、会計監査人及び内部監査室との三者による協議を行うなど、こ
れらの機関との連携を密にして、監査等委員会監査の効率化と監査機能の向上等に努めております。
　常勤監査等委員は、本社部門、事業部及び子会社に対して年１回往査を行い、取締役（監査等委員を除
く。）の業務執行の各部門等における実態及びその適法性・妥当性につき、実地にて確認しております。
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②内部監査の状況

　内部監査を担当する内部監査室は、代表取締役社長直属の１名で構成されており、経営目標の効果的な達成の
ために重要会議に出席し、内部監査規程に基づいた監査計画を策定して内部監査を実施しております。主に、財
務報告に係る内部統制及び業務全般の有効性・効率性、リスクマネジメント及びコンプライアンスの遵守状況に
ついての監査を行い、その結果を代表取締役社長に報告しております。改善が必要な不備等があった場合には、
代表取締役社長が内部監査室を通じて被監査部門に対する改善指示を出し、内部監査室はその改善状況の確認を
行い、代表取締役社長に報告を行うというサイクルを取っております。
　内部監査室は、監査等委員会に毎回出席して内部監査計画や内部監査の実施状況の報告及び意見交換を行い、
また、取締役会に出席して事業年度毎の内部監査計画の説明及び総括の報告を行っているほか、会計監査人と定
期的な連絡会を設けて連携を取っております。
　内部監査室と代表取締役社長、監査等委員会、取締役会及び会計監査人との連携状況は以下のとおりでありま
す。

内部監査室の主な活動
レポーティングライン

代表取締役社長 監査等委員会 取締役会 会計監査人

1 事業年度監査計画策定 報告・承認 報告 報告 報告

2 監査実施 報告 報告 ― 報告

3 改善計画検討・指示書作成 報告・承認 報告 ― 報告

4 改善状況の確認 報告 報告 ― 報告

5 事業年度総括 報告・承認 報告 報告 報告
 

 

③会計監査の状況

a. 監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ
 

b. 継続監査期間

28年間
 

c. 業務を執行した公認会計士

寺田　篤芳
吉田　秀敏

 

d. 監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士10名、会計士試験合格者等４名、その他８名であります。
 

e. 監査法人の選定方針と理由

当社が会計監査人を選定するに当たって、監査法人の沿革と監査実績、当社が属する業界に関する知見、公認
会計士法に基づく処分や会社法上の欠格事由の有無、監査法人の品質管理体制、監査法人の独立性、専門性、監
査の実施体制、グローバル化への対応、監査テクノロジー、監査報酬見積額等の適切性を考慮するものとしてお
り、これらを総合的に勘案した結果、有限責任監査法人トーマツは適任であると判断したものであります。

当社では、会計監査人が職務上の義務に違反し、または職務を怠り、もしくは会計監査人としてふさわしくな
い非行があるなど、当社の会計監査人であることにつき当社にとって重大な支障があると判断した場合には、監
査等委員会が会社法第340条の規定により会計監査人を解任いたします。また、そのほか会計監査人が職務を適切
に遂行することが困難であると認められる場合、または監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥
当であると判断される場合には、監査等委員会は、会計監査人の選任及び解任並びに会計監査人を再任しないこ
とに関する議案の内容を決定します。

 

f. 監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、会計監査人に対して評価を行っております。この評価については、日本監査役協会が
公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」及び監査法人が定めたガバナン
ス・コードを踏まえ、会計監査人とのコミュニケーションを通じて、監査チームの独立性、監査計画の内容、特
別な検討を必要とするリスク等及び不正リスクへの対応並びにそれらの監査結果、経営者等とのコミュニケー
ションの状況等を評価し、さらに最近の日本公認会計士協会の品質管理レビュー及び公認会計士・監査審査会に
よる検査の内容及びその対応状況も考慮した監査法人の品質管理体制を勘案して評価しております。
 

g.監査等委員会と会計監査人及び内部監査室との連携状況

　監査等委員会は、会計監査人から監査開始前に監査計画の概要や重点監査項目等についての説明を受け、その
妥当性について確認をしております。また、会計監査、四半期レビュー及び内部統制監査などの実施状況及び監
査結果の報告を受けております。このほか、監査上の主要な検討項目（ＫＡＭ）の検討や監査上の疑問点等につ
いて意見交換を行っております。
　常勤監査等委員は、会計監査人の実地棚卸立会に同行するほか、会計監査人と子会社のヒアリング等に同席す
るなどし、連携を深めております。
　監査等委員会は、内部監査室からの監査計画概要説明のほか、事業部等往査、子会社往査、及び会計監査人の
往査等の状況・結果の報告を受けるなど、三様監査（内部監査室、会計監査人、監査等委員会）の連携により、
相互の監査効率の向上に努めております。
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④監査報酬の内容等
a. 監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 27 ― 25 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 27 ― 25 ―
 

 
b. 監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a.を除く）

　　該当事項はありません。
 

c. その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。
 

d. 監査報酬の決定方針

当社では監査報酬の決定について明確な方針は設けておりませんが、監査公認会計士等からの見積提案をもと
に、前期の監査実績、監査計画、監査内容、監査日数等を勘案して検討し、監査等委員会の同意を得て監査報酬
額を決定しております。

 

e. 監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社の監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査
計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積りの妥
当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条の同意を行っております。

 

(4) 【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項
当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針については、役員報酬規程に定めております。
基本方針は、以下のとおりであります。
（１）当社の役員報酬は以下の方針に従うものとする。

・当社の持続的成長と長期的な企業価値向上に資するものであること
・何によって報酬が高まるかがわかり、役員の役割・責任意識を高めるとともに、優秀な人材を確保・維持
できる報酬基準であること

・透明性、客観性を備えた設計であり、これを担保する適切なプロセスを経て決定されること
（２）報酬水準については、業績および時価総額等の企業価値指標において同程度の企業の水準を十分に考慮す

る。その上で、企業全体の求心力となり、社業の創造・発展に多大な貢献のある者に対し、類似他企業に
見られる範囲で、貢献に応じ水準が高まる設計とする。

（３）取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）報酬は、固定報酬と変動報酬で構成する。変
動報酬は、短期インセンティブ報酬と中長期インセンティブ報酬で構成し、固定報酬額の割合を１とした
ときに、短期インセンティブ報酬の支給額は０～３分の２、中長期インセンティブ報酬の支給額は０～３
分の１の範囲で変動するものとする。

（４）短期インセンティブ報酬は、中長期のゴールに向けた単年度業績に対する役員のコミットメントに対応す
るものと位置づけ、全社利益に基づき決定する。

（５）中長期インセンティブ報酬は、株価変動のメリットとリスクを株主と共有し、長期的な企業価値の持続的
向上を図る観点から、株式報酬を導入する。

（６）役員報酬の決定にあたっては、透明性・客観性を確保するために、取締役会の諮問機関である指名・報酬諮
問委員会に諮問する。個人別の取締役報酬については、指名・報酬諮問委員会の審議を経た上で、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）については取締役会の決議により、監査等委員である取締役について
は監査等委員である取締役の協議により決定する。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の固定報酬及び賞与については、2023年６月28日開催の定時株主総
会決議により、年額総額300百万円以内（うち社外取締役分年額総額30百万円以内）としております。監査等委員で
ある取締役の報酬については、2023年６月28日開催の定時株主総会決議により年額総額50百万円以内としておりま
す。また、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式報酬については、
別枠として2023年６月28日開催の定時株主総会において、年80,000株を上限として金銭報酬債権として年額60百万
円以内とし、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値
共有を進めることを目的として導入しております。
取締役の固定報酬については、個々の役位等に基づく報酬額を設けております。
なお、社外取締役及び監査等委員である取締役については、固定報酬のみを支給しており、賞与や譲渡制限付株

式報酬等の業績に連動して変動する要素はありません。
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取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）の変動報酬（業績連動報酬）については、当社の持
続的成長と長期的な企業価値向上に向けた健全なインセンティブが機能することを目的として、短期インセンティ
ブ報酬としての賞与と、中長期インセンティブとしての譲渡制限付株式報酬とを適切な割合にて設定できるよう
に、固定報酬額の割合を１としたときに、短期インセンティブ報酬の支給額は０～３分の２、中長期インセンティ
ブ報酬の支給額は０～３分の１の範囲で変動するものとしております。
評価指標は、連結経常利益を採用しており、原則として、公表された連結経常利益予想の75％未満の場合はいず

れも支給しません。賞与については、役位等に基づく基準額に前事業年度の連結経常利益達成度係数を乗算して算
出します。連結経常利益達成度係数は、以下の計算により算出します。

（連結経常利益実績÷公表した連結経常利益予想－0.5）×２（小数点以下第３位切り上げ）

ただし、連結経常利益達成度係数の上限を２とし、計算結果が0.5未満の場合は係数を０とします。
また、連結経常利益予想または実績が０以下の場合は、連結経常利益達成度係数は０とします。
当該指標を選択した理由は、公表した数値であり、収益性を示す基準として明確であることに加え、当社の持続

的成長にとって重要な経営指標であるためであります。
取締役の報酬の決定については、独立社外取締役が委員長となる指名・報酬諮問委員会から答申を受け、上述の

とおり株主総会でそれぞれ決議された報酬総額の範囲内で、取締役（監査等委員である取締役を除く。）について
は取締役会の決議により、監査等委員である取締役については監査等委員である取締役の協議により、決定いたし
ます。
指名・報酬諮問委員会は、取締役会の任意の諮問機関として、独立かつ客観的な立場から役員報酬制度の在り方

を含めた報酬体系及び報酬額の妥当性について審議し、取締役会に答申しております。
指名・報酬諮問委員会の活動状況は、当事業年度においては４回開催し、2023年６月28日開催の指名・報酬諮問

委員会において個々の取締役の報酬について審議し、その結果を取締役会に答申しました。
当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、指名・報酬諮問委員会が原案について決

定方針との整合性を含めた多角的な検討を行っていることから、取締役会も基本的にその答申を尊重し決定方針に
沿うものであると判断しております。
 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金
左記のうち、
非金銭報酬等

取締役
(監査等委員及び社外
取締役を除く)

145 90 55 ― 23 5

監査等委員
(社外取締役を除く)

1 1 ― ― ― 1

監査役
(社外監査役を除く)

― ― ― ― ― ―

社外役員 16 16 ― ― ― 6
 

(注)１　当社は、2023年６月28日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。
　　２　取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役に対する給与相当額は含まれておりません。

３　業績連動報酬のうち、賞与は前連結会計年度に公表した連結経常利益予想が1,358百万円であり、前連結会計
年度の連結経常利益は1,615百万円となったことから、役位等に基づく基準額に連結経常利益達成度係数1.38
を乗算した額を支給しております。

４　非金銭報酬等として、社外取締役を除く取締役に対して譲渡制限付株式報酬を支給しております。
５　非金銭報酬等の額は、譲渡制限付株式報酬として当期中に費用計上した額を記載しております。
６　上記のほか、退任取締役及び監査役に対し、下記のとおり2013年６月26日開催の第41期定時株主総会の決議

に基づく役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給をしております。なお、これらの金額は、過年度に引
当てした役員退職慰労引当金（長期未払金）の繰入額として全額開示したものであります。

　　　　　　取締役　　514百万円　　　監査役　　　１百万円
 

③役員ごとの連結報酬等の総額等
連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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(5) 【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、投資株式について、専ら株式の価値の変動または配当の受領によって利益を得ることを目的として保有
する株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式に区分しておりま
す。当社は、中長期的な観点から当社グループの持続的な企業価値向上、事業戦略、取引関係などを総合的に勘案
し、純投資目的以外の目的である投資株式の新規保有や継続保有を判断しております。議決権の行使につきまして
は、提案されている議案について株主価値の毀損につながるものではないかどうか、当該議案が当該企業及び当社
グループの企業価値の増大に資するものであるかどうか等を判断した上で適切に議決権を行使しております。
なお、当社は現在、純投資目的である投資株式を保有しておらず、今後についても経営理念にある「浮利を追わ

ず」の基本理念のもと、純投資目的である投資株式の保有は原則行わないこととしております。
 

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内
容
当社は、純投資目的以外の目的である投資株式について、個別銘柄ごとに安定的かつ継続的な関係強化の必要

性、経済合理性等を総合的に勘案した上で、中長期的に当社の企業価値の向上に資すると判断したものを保有し
ております。また、当社は、個別銘柄ごとに当該銘柄の業績の状況、株価、配当額、配当利回り、取引状況等に
より検証しており、保有の適否について取締役会で検証を行っております。
なお、株式保有リスクの抑制等の観点から、取締役会での検証等により当該銘柄を保有することによる経済的

合理性の意義が必ずしも十分でないと判断される銘柄については、保有先企業との十分な対話を経た上で縮減を
図ることとしております。

 
ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 2 0

非上場株式以外の株式 10 181
 

 
（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(百万円)

株式数の増加の理由

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 4 5
それぞれ取引先持株会に加入してい
るものであり、定期的な買付けによ
るものであります。

 

 
（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額(百万円)

非上場株式 ― ―

非上場株式以外の株式 ― ―
 

 

EDINET提出書類

イフジ産業株式会社(E00511)

有価証券報告書

30/74



 

ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 
特定投資株式

 

銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無
（注２）

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

森永製菓(株)

33,499 32,650
当社の重要販売先であり、主に液卵の販売を
行っております。取引量の維持、拡大を目的
として取引先持株会に加入し保有しておりま
す。定期的な買付けにより株式数が増加して
おります。

無

87 61

井村屋グループ(株)

12,252 11,874
当社の重要販売先であり、主に液卵の販売を
行っております。取引量の維持、拡大を目的
として取引先持株会に加入し保有しておりま
す。定期的な買付けにより株式数が増加して
おります。

無

30 26

(株)ニップン

11,821 11,302
当社の重要販売先であり、主に液卵の販売を
行っております。取引量の維持、拡大を目的
として取引先持株会に加入し保有しておりま
す。定期的な買付けにより株式数が増加して
おります。

無

28 18

リックス(株)
2,400 2,400 同じ福岡県に本社を置く企業であり、異業種

の業界動向等の情報収集を行うなど、関係強
化のために保有しております。

有
9 6

(株)ブルボン

3,391 2,833
当社の重要販売先であり、主に液卵の販売を
行っております。取引量の維持、拡大を目的
として取引先持株会に加入し保有しておりま
す。定期的な買付けにより株式数が増加して
おります。

無

8 6

(株)ふくおかフィナ
ンシャルグループ

2,000 2,000
当社のメインバンクである（株）福岡銀行の
親会社であり、運転資金のための短期借入れ
や設備投資のための長期借入れを行っており
ます。資金需要時に円滑な調達が実現できる
よう、関係強化のために保有しております。

有

8 5

山崎製パン(株)
1,000 1,000 当社の最重要販売先であり、主に液卵の販売

を行っております。取引量の維持、拡大を目
的として保有しております。

有
3 1

(株)グリーンクロス
2,000 2,000 同じ福岡県に本社を置く企業であり、異業種

の業界動向等の情報収集を行うなど、関係強
化のために保有しております。

有
2 2

(株)ホクリヨウ

1,000 1,000
当社の重要仕入先であり、主に原料である鶏
卵の仕入を行っております。取引量の維持、
拡大を目的として、また同業種であることか
らその動向や取組等の情報収集を目的として
保有しております。

有

1 0

(株)マルタイ
200 200 当社の子会社の重要販売先であり、主に調味

料の販売を行っております。取引量の維持、
拡大を目的として保有しております。

無
0 0

 

(注)１　定量的な保有効果については記載が困難であるため、定性的な観点から判断した保有効果を記載しておりま
す。保有の合理性については、当該銘柄の業績の状況、株価、配当額、配当利回り、取引状況等により毎年６
月の取締役会にて検証しております。

２　当社の株式の保有の有無については、銘柄が持株会社の場合はその主要な子会社の保有分（実質所有株式数）
を勘案し記載しています。

 

みなし保有株式

該当事項はありません。
 

③保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
 

④当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。
 

⑤当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの
該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2023年４月１日から2024年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2023年４月１日から2024年３月31日まで)の財務諸表について、有限責任監査法人

トーマツの監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するために、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同法人主催のディ

スクロージャーセミナーや、有限責任監査法人トーマツ主催の決算セミナー等へ参加し、会計基準等の内容及び変更

等の適切な把握に努めるとともに、その内容について関係者への周知徹底とマニュアル整備を図る等の取組みを行っ

ております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

資産の部   
 流動資産   
  現金及び預金 ※1  3,668 ※1  3,150

  受取手形 278 ※3  262

  売掛金 3,351 3,137
  商品及び製品 643 2,263
  仕掛品 89 52
  原材料及び貯蔵品 491 436
  その他 28 138
  貸倒引当金 △30 △11
  流動資産合計 8,520 9,429
 固定資産   
  有形固定資産   
   建物及び構築物（純額） ※1,※2  1,644 ※1,※2  1,786

   機械装置及び運搬具（純額） ※1,※2  1,158 ※1,※2  1,009

   土地 ※1  1,915 ※1  1,857

   リース資産（純額） ※2  6 ※2  5

   その他（純額） ※1,※2  124 ※1,※2  163

   有形固定資産合計 4,849 4,821
  無形固定資産 6 5
  投資その他の資産   
   投資有価証券 129 181
   繰延税金資産 151 182
   その他 16 17
   貸倒引当金 △5 △1
   投資その他の資産合計 292 380
  固定資産合計 5,148 5,207
 資産合計 13,669 14,636
負債の部   
 流動負債   
  支払手形及び買掛金 ※1  1,272 ※1,※3  1,091

  短期借入金 ※1,※4  960 ※1,※4  2,197

  リース債務 1 1
  未払費用 581 749
  未払法人税等 366 214
  賞与引当金 183 193
  その他 562 78
  流動負債合計 3,927 4,525
 固定負債   
  長期借入金 ※1  708 ※1  329

  リース債務 5 4
  その他 597 83
  固定負債合計 1,311 417
 負債合計 5,239 4,943
純資産の部   
 株主資本   
  資本金 455 455
  資本剰余金 392 400
  利益剰余金 7,607 8,817
  自己株式 △65 △53
  株主資本合計 8,389 9,619
 その他の包括利益累計額   
  その他有価証券評価差額金 40 73
  その他の包括利益累計額合計 40 73
 純資産合計 8,430 9,693
負債純資産合計 13,669 14,636
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

売上高 ※1  20,891 ※1  24,503

売上原価 ※3  16,999 ※2,※3  20,314

売上総利益 3,891 4,188

販売費及び一般管理費   

 運賃 966 1,019

 保管費 224 314

 役員報酬 156 126

 給料及び手当 244 268

 貸倒引当金繰入額 22 △18

 賞与引当金繰入額 71 77

 その他 630 634

 販売費及び一般管理費合計 ※3  2,315 ※3  2,422

営業利益 1,575 1,766

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 2 3

 受取保険金 ― 17

 受取賃貸料 23 21

 助成金収入 5 4

 その他 14 8

 営業外収益合計 46 54

営業外費用   

 支払利息 6 10

 営業外費用合計 6 10

経常利益 1,615 1,809

特別利益   

 収用補償金 ― ※4  207

 その他 ― 0

 特別利益合計 ― 207

特別損失   

 固定資産除売却損 ※5  0 ※5  0

 特別損失合計 0 0

税金等調整前当期純利益 1,615 2,016

法人税、住民税及び事業税 563 463

法人税等調整額 △65 △44

法人税等合計 498 419

当期純利益 1,116 1,597

非支配株主に帰属する当期純利益 ― ―

親会社株主に帰属する当期純利益 1,116 1,597
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当期純利益 1,116 1,597

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 0 33

 その他の包括利益合計 ※  0 ※  33

包括利益 1,117 1,630

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 1,117 1,630

 非支配株主に係る包括利益 ― ―
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2022年４月１日　至 2023年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 455 382 6,737 △86 7,489 40 40 7,529

当期変動額         

剰余金の配当   △246  △246   △246

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  1,116  1,116   1,116

自己株式の取得    △0 △0   △0

自己株式の処分  9  20 30   30

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     0 0 0

当期変動額合計 ― 9 870 20 900 0 0 901

当期末残高 455 392 7,607 △65 8,389 40 40 8,430
 

 

 当連結会計年度(自 2023年４月１日　至 2024年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 455 392 7,607 △65 8,389 40 40 8,430

当期変動額         

剰余金の配当   △387  △387   △387

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  1,597  1,597   1,597

自己株式の取得    △0 △0   △0

自己株式の処分  8  12 20   20

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     33 33 33

当期変動額合計 ― 8 1,209 11 1,229 33 33 1,262

当期末残高 455 400 8,817 △53 9,619 73 73 9,693
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 1,615 2,016

 減価償却費 415 453

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 19 △23

 賞与引当金の増減額（△は減少） 104 9

 受取利息及び受取配当金 △2 △3

 支払利息 6 10

 受取保険金 ― △17

 固定資産除売却損益（△は益） 0 0

 収用補償金 ― △207

 売上債権の増減額（△は増加） △1,377 234

 棚卸資産の増減額（△は増加） 111 △1,527

 仕入債務の増減額（△は減少） 605 △180

 未払消費税等の増減額（△は減少） 88 △79

 長期未払金の増減額（△は減少） ― △516

 その他 145 77

 小計 1,732 247

 利息及び配当金の受取額 2 3

 利息の支払額 △6 △11

 保険金の受取額 ― 17

 収用補償金の受取額 ― 78

 法人税等の支払額 △454 △628

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,273 △292

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △637 △17

 定期預金の払戻による収入 637 537

 有形固定資産の取得による支出 △443 △692

 投資有価証券の取得による支出 △4 △5

 その他 △0 4

 投資活動によるキャッシュ・フロー △449 △172

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △20 1,218

 長期借入れによる収入 300 ―

 長期借入金の返済による支出 △389 △360

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 リース債務の返済による支出 △0 △1

 配当金の支払額 △245 △387

 財務活動によるキャッシュ・フロー △355 468

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 468 2

現金及び現金同等物の期首残高 2,661 3,130

現金及び現金同等物の期末残高 ※  3,130 ※  3,133
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

 　連結子会社の数　1社

   連結子会社の名称

   日本化工食品株式会社

　　非連結子会社はありません。
 

２　持分法の適用に関する事項

　　　該当事項はありません。
 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。
 

４　会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①有価証券

　　　その他有価証券

　　　市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

　　②棚卸資産

　　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　　　商品、製品、仕掛品、原材料

　　　　移動平均法

　　　貯蔵品

　　　　最終仕入原価法

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　定率法

　　　　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　建物及び構築物 　　７～31年

　　　　機械装置及び運搬具 ２～10年

　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法

　　ただし、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　②賞与引当金

　　　　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　(4) 重要な収益及び費用の計上基準

　　当社グループは、主に液卵、冷凍卵、卵加工品、調味料を製造し、食品メーカー等へ販売しており、顧客との

販売契約に基づいて商品または製品を引渡す履行義務を負っております。これら商品または製品の販売について

は、顧客に引渡した時点において顧客が当該商品または製品に対する支配を獲得して履行義務が充足されると判

断しており、当該商品または製品の引渡し時点で収益を認識しております。

　　ただし、国内での販売については、出荷時から顧客が当該商品または製品に対する支配を獲得するまでの期間

が通常の期間であるため、出荷時に収益を認識しております。

　　取引の対価は、商品または製品の引渡し後、概ね２ヶ月以内に受領しており、当該顧客との契約に基づく債権

について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

　　収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート等を控除した金額で認識しておりま

す。また、当社グループが代理人として商品または製品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して

おります。
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　(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。

　(6) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　

　　①従業員の退職金制度について

　　資格等級に応じて一定金額を月額給与に上乗せして支給する前払退職金制度を採用しております。

　　②資産に係る控除対象外消費税等の会計処理

　　資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当連結会計年度の費用として処理しております。

 
(重要な会計上の見積り)

(棚卸資産の評価)

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

  （単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

　商品及び製品 643 2,263

　仕掛品 89 52

　原材料及び貯蔵品 491 436

　通常の販売目的で使用する棚卸資産の
　収益性の低下による簿価切下げ額

― 501
 

 
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループでは、棚卸資産の評価について「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）４（1）

②　棚卸資産」に記載のとおり、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。 収益性の低

下を見込むにあたり、商品及び製品は正味売却価額と、原材料は再調達原価とそれぞれの取得原価を比較して、

下落部分について当連結会計年度の費用として処理しております。

連結会計年度末における正味売却価額または再調達原価の算定に際しては、合理的に算定された価額として、

原則として決算月における販売実績または仕入実績に基づく価額を用いております。棚卸資産残高の大部分は液

卵関連事業における商品及び製品であり、評価の算定基礎となる鶏卵相場の変動が大きいことから、収益性の低

下の判断に不確実性を伴います。

当連結会計年度は、2022年秋から2023年初頭にかけて発生した過去最大規模の鳥インフルエンザの影響により

2023年10月まで鶏卵相場が高水準で推移したことに加え、今後の需要回復に備えて在庫の積み増しを行ったこと

から、棚卸資産の金額が例年よりも増加しております。

当連結会計年度の見積りにあたっては慎重に検討しておりますが、将来の不確実な市場環境等の影響を受け、

収益性の低下の見積りの見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度以降の連結財務諸表に影響を与える可

能性があります。

 
(表示方法の変更)

(連結貸借対照表)

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めて表示しておりました「未払費用」は、重要性が増し

たため、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結

財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」1,143百万円は、「未払費用」

581百万円、「その他」562百万円に組替えて表示しております。

また、前連結会計年度において、独立掲記しておりました「固定負債」の「長期未払金」は、金額的重要性が乏し

くなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「固定負債」に表示していた「長期未払金」562百万円、

「その他」34百万円は、「その他」597百万円として組み替えております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 担保に供している資産及び対応する債務は、次のとおりであります。　

　(1) 担保に供している資産

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

定期預金 7百万円 7百万円

建物及び構築物 660 604

機械装置及び運搬具 0 0

土地 1,456 1,456

その他（工具、器具及び備品） 0 0

計　 2,125 2,068
 

　
　(2) 対応する債務

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

支払手形及び買掛金 42百万円 40百万円

短期借入金 600 1,741

長期借入金
809 453

(１年内返済予定額を含む)

計　 1,452 2,235
 

 
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

 7,827百万円 8,177百万円
 

 
※３ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま
す。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

受取手形 ―百万円 58百万円

支払手形 ― 0
 

 
※４ 当社及び連結子会社(日本化工食品株式会社)においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当

座貸越契約を締結しております。
連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

当座貸越極度額 2,900百万円 5,400百万円

借入実行残高 500 1,650

差引額 2,400 3,750
 

 
(連結損益計算書関係)

※１ 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との
契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係） １．顧客との契約から生じる収益を分解

した情報」に記載しております。
 

※２ 期末棚卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

―百万円 501百万円
 

 
※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

 168百万円 178百万円
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※４　国道24号（大和北道路）の改築に伴って発生した収用による土地売却及び物件移転補償金について、特別利益
「収用補償金」として計上しております。

 
※５　固定資産除売却損の内訳は、次のとおりであります。　

 
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

固定資産除却損   

　建物及び構築物 0百万円 0百万円

　機械装置及び運搬具 0 0

　その他（工具、器具及び備品） 0 0

　計 0 0
 

 
(連結包括利益計算書関係)

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

その他有価証券評価差額金   
 当期発生額 1百万円 47百万円
 組替調整額 ― ―

   税効果調整前 1 47
   税効果額 △0 △14

   その他有価証券評価差額金 0 33
         その他の包括利益合計 0 33

 

 
(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

１　発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式     

　普通株式(株) 8,345,370 ― ― 8,345,370

自己株式     

　普通株式(株) 133,606 350 32,400 101,556
 

（注）１　自己株式の増加は、単元未満株式の買取350株によるものであります。
２　自己株式の減少は、取締役に対する譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分32,400株によるものであり

ます。
 

２　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。
 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2022年６月28日
定時株主総会

普通株式 131 16 2022年３月31日 2022年６月29日

2022年11月10日
取締役会

普通株式 115 14 2022年９月30日 2022年12月９日
 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 173 21 2023年３月31日 2023年６月29日
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当連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１　発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式     

　普通株式(株) 8,345,370 ― ― 8,345,370

自己株式     

　普通株式(株) 101,556 345 19,100 82,801
 

（注）１　自己株式の増加は、単元未満株式の買取345株によるものであります。
２　自己株式の減少は、取締役に対する譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分19,100株によるものであり

ます。
 

２　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。
 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 173 21 2023年３月31日 2023年６月29日

2023年11月９日
取締役会

普通株式 214 26 2023年９月30日 2023年12月８日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 181 22 2024年３月31日 2024年６月27日
 

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。　

 
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

現金及び預金 3,668百万円 3,150百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△537 △17

現金及び現金同等物　 3,130 3,133
 

　

(リース取引関係)

　１　ファイナンス・リース取引
　　（借主側）
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　①リース資産の内容

　　有形固定資産

　　 主として、社用車(機械装置及び運搬具)であります。
 

　　②リース資産の減価償却の方法
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計方針に関する事項　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。
 
　２　オペレーティング・リース取引
　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

１年内 3百万円 3百万円

１年超 5 5

計 8 9
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(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針
当社グループは、経営理念の中にある「浮利を追わず」の精神のもと、リスクのある取引は行わないこととして

おり、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。
 

(2)金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、投資有価証券は、主に取

引先企業との関係強化に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。短期借入金は、主に運転資金であり、
長期借入金は、主に設備投資に必要な資金調達をしたものであります。

 
(3)金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクについて、与信限度管理規程に基づいて各営業担当者
が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状
況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減に努め、リスク低減を図っております。また、連結子会社につ
いても当社の規程に準じて、同様の管理を行っております。

 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社の保有する投資有価証券は主として株式であり、株式については定期的に時価や発行先企業の財務状況

等を把握しております。また、借入金の金利については、定期的に市場金利の状況を把握しております。
 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、営業債権の入金と営業債務の支払状況から経理担当者が適時に資金繰予定表を作成し、当座貸越枠

の活用と手元流動性預金で流動性リスクを管理しております。
 

２　金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

　　前連結会計年度(2023年３月31日)

　　（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

(1)投資有価証券 128 128 ―

資産計 128 128 ―

(2)長期借入金(１年内返
済予定額含む)

1,069 1,066 △2

　負債計 1,069 1,066 △2
 

（*1）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」、「未払
法人税等」は、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、
注記を省略しております。

 

（*2）市場価格のない株式等は「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上

額は以下のとおりであります。

区分 前連結会計年度（百万円）

非上場株式 0
 

 

　　当連結会計年度(2024年３月31日)

　　（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

(1)投資有価証券 181 181 ―

資産計 181 181 ―

(2)長期借入金(１年内返
済予定額含む)

708 707 △1

　負債計 708 707 △1
 

（*1）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」、「未払
法人税等」は、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、
注記を省略しております。

 

（*2）市場価格のない株式等は「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上

額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 0
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（注１）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
 

　　前連結会計年度(2023年３月31日)
　　　　（単位：百万円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 3,668 ― ― ―

受取手形 278 ― ― ―

売掛金 3,351 ― ― ―

合計 7,298 ― ― ―
 

 
　　当連結会計年度(2024年３月31日)

　　　　（単位：百万円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 3,150 ― ― ―

受取手形 262 ― ― ―

売掛金 3,137 ― ― ―

合計 6,549 ― ― 　―
 

 
（注２）社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

 

　　前連結会計年度(2023年３月31日)
　　　　（単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 600 ― ― ― ― ―

長期借入金 360 379 179 96 53 ―

リース債務 1 1 1 1 1 ―
 

 
　　当連結会計年度(2024年３月31日)

　　　　（単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 1,818 ― ― ― ― ―

長期借入金 379 179 96 53 ― ―

リース債務 1 1 1 1 ― ―
 

 
３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

　レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：レベル1 のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す
るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
 

(1)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

　　前連結会計年度（2023年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     
その他有価証券     
株式 128 ― ― 128

資産計 128 ― ― 128
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　　当連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     
その他有価証券     
株式 181 ― ― 181

資産計 181 ― ― 181
 

 
(2)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　　前連結会計年度（2023年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 1,066 ― 1,066

負債計 ― 1,066 ― 1,066
 

 
　　当連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 707 ― 707

負債計 ― 707 ― 707
 

 
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル

１の時価に分類しております。

 
　長期借入金

　元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定してお

り、レベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

　１　その他有価証券

　　前連結会計年度(2023年３月31日)

    (単位：百万円)

 区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額
が取得原価を
超えるもの

(1)　株式 123 64 59

(2)　債券 ― ― ―

(3)　その他 ― ― ―

小計 123 64 59

連結貸借対照表計上額
が取得原価を
超えないもの

(1)　株式 5 5 △0

(2)　債券 ― ― ―

(3)　その他 ― ― ―

小計 5 5 △0

合計 128 70 58
 

 
　　当連結会計年度(2024年３月31日)

    (単位：百万円)

 区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額
が取得原価を
超えるもの

(1)　株式 181 75 106

(2)　債券 ― ― ―

(3)　その他 ― ― ―

小計 181 75 106

連結貸借対照表計上額
が取得原価を
超えないもの

(1)　株式 ― ― ―

(2)　債券 ― ― ―

(3)　その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 181 75 106
 

　

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社グループの従業員の退職金制度については、資格等級に応じて一定金額を月額給与に上乗せして支給する前

払退職金制度を採用しております。

　

２　前払退職金計上額

　　前連結会計年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

前払退職金制度による従業員に対する前払退職金23百万円を支払っております。

 
　　当連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

前払退職金制度による従業員に対する前払退職金24百万円を支払っております。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

(繰延税金資産)   

棚卸資産評価損 ―百万円 123百万円

減損損失 146 71

賞与引当金 57 60

その他 265 94

小計 469 349

評価性引当額(注) △247 △89

合計 221 259
 

 
(繰延税金負債)   

固定資産圧縮積立金 49百万円 43百万円

その他有価証券評価差額金 17 32

その他 1 1

合計 69 77

繰延税金資産の純額 151 182
 

(注) 評価性引当額が157百万円減少しております。この減少の主な内容は、当社において役員退職慰労金516

百万円を支給したことにより長期未払金に係る評価性引当額が157百万円減少したことに伴うものであり
ます。

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主な項目別内訳　

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

法定実効税率 ― 30.50％

 (調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 ― 0.17

住民税均等割 ― 0.13

評価性引当額の増減額 ― △7.80

賃上げ税制による税額控除 ― △1.83

その他 ― △0.39

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ― 20.78
 

(注)前連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため注記を省略しております。

 
(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 
(資産除去債務関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
(賃貸等不動産関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(財またはサービスの種類別の情報)

前連結会計年度（自　2022年４月１日 至　2023年３月31日）
 

  (単位：百万円)

 
 報告セグメント その他

(注)
合計

液卵関連事業 調味料関連事業 計

液卵 14,887 ― 14,887 ― 14,887

凍結卵 3,469 ― 3,469 ― 3,469

卵加工品 798 ― 798 ― 798

その他鶏卵関連 627 ― 627 ― 627

調味料 ― 1,083 1,083 ― 1,083

その他 ― ― ― 24 24

顧客との契約から生じる収益 19,784 1,083 20,867 24 20,891

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 19,784 1,083 20,867 24 20,891
 

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業であります。
 
当連結会計年度（自　2023年４月１日 至　2024年３月31日）
 

  (単位：百万円)

 
 報告セグメント その他

(注)
合計

液卵関連事業 調味料関連事業 計

液卵 17,674 ― 17,674 ― 17,674

凍結卵 4,297 ― 4,297 ― 4,297

卵加工品 978 ― 978 ― 978

その他鶏卵関連 324 ― 324 ― 324

調味料 ― 1,205 1,205 ― 1,205

その他 ― ― ― 23 23

顧客との契約から生じる収益 23,274 1,205 24,479 23 24,503

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 23,274 1,205 24,479 23 24,503
 

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業であります。
 

(財またはサービスの移転の時期別の情報)

前連結会計年度（自　2022年４月１日 至　2023年３月31日）

  (単位：百万円)

 
 報告セグメント その他

 (注)
合計

液卵関連事業 調味料関連事業 計

一時点で移転される財 19,784 1,083 20,867 24 20,891
一定の期間にわたり移転される
財

― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 19,784 1,083 20,867 24 20,891
 

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業であります。
 
当連結会計年度（自　2023年４月１日 至　2024年３月31日）

  (単位：百万円)

 
 報告セグメント その他

 (注)
合計

液卵関連事業 調味料関連事業 計

一時点で移転される財 23,274 1,205 24,479 23 24,503
一定の期間にわたり移転される
財

― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 23,274 1,205 24,479 23 24,503
 

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業であります。
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報のその他の情報につきましては、「（連結財務諸表
作成のための基本となる重要な事項）」の「４会計方針に関する事項」「(4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載
のとおりであります。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度
末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情
報

（1）契約資産及び契約負債の残高等

  (単位：百万円)

 前連結会計年度 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,254 3,630

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 3,630 3,399

契約資産（期首残高） ― ―

契約資産（期末残高） ― ―

契約負債（期首残高） ― ―

契約負債（期末残高） ― ―
 

 期首において契約負債残高がなく、当期に収益認識した金額はありません。
 顧客との契約から生じた債権は、履行義務を果たした後、所定の請求日に基づいて請求を実施し、概ね２ヶ月以内
に対価を受領しております。
 

（2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用

し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、「液卵関連事業」と「調味料関連事業」の２つの事業を柱として事業活動を展開しており、

「液卵関連事業」と「調味料関連事業」の２つを報告セグメントとしております。

「液卵関連事業」は、業務用液卵及び卵加工品等の製造販売をしております。「調味料関連事業」は、業務用粉

体調味料及び顆粒調味料等の製造販売をしております。

また、「その他」については、太陽光発電事業であります。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記

載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の売上高は、第三者間取引価格に基づいております。

 
３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
液卵関連事業 調味料関連事業 計

売上高      

 外部顧客への売上高 19,784 1,083 20,867 24 20,891

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― 172 172 ― 172

計 19,784 1,255 21,039 24 21,063

セグメント利益 1,509 54 1,563 12 1,575

セグメント資産 12,613 1,132 13,746 181 13,927

セグメント負債 4,910 339 5,249 7 5,257

その他の項目      

 減価償却費 376 28 405 9 415

　特別損失 0 0 0 ― 0

　(固定資産除売却損) 0 0 0 ― 0

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

528 22 550 8 558
 

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業であります。
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当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
液卵関連事業 調味料関連事業 計

売上高      

 外部顧客への売上高 23,274 1,205 24,479 23 24,503

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― 274 274 ― 274

計 23,274 1,479 24,754 23 24,777

セグメント利益 1,686 70 1,756 9 1,766

セグメント資産 13,709 1,141 14,850 53 14,904

セグメント負債 4,651 311 4,962 7 4,970

その他の項目      

 減価償却費 417 26 444 9 453

　特別利益 207 0 207 ― 207

　(固定資産売却益) ― 0 0 ― 0

　(収用補償金) 207 ― 207 ― 207

　特別損失 0 0 0 ― 0

　(固定資産除売却損) 0 0 0 ― 0

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

476 7 483 ― 483
 

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業であります。

　

４  報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

  (単位：百万円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 21,039 24,754

「その他」の区分の売上高 24 23

セグメント間取引消去 △172 △274

連結財務諸表の売上高 20,891 24,503
 

 
  (単位：百万円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 1,563 1,756

「その他」の区分の利益 12 9

連結財務諸表の営業利益 1,575 1,766
 

 
  (単位：百万円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 13,746 14,850

「その他」の区分の資産 181 53

セグメント間取引消去 △258 △267

連結財務諸表の資産合計 13,669 14,636
 

 
  (単位：百万円)

負債 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 5,249 4,962

「その他」の区分の負債 7 7

セグメント間取引消去 △18 △27

連結財務諸表の負債合計 5,239 4,943
 

 

EDINET提出書類

イフジ産業株式会社(E00511)

有価証券報告書

51/74



 

 

       (単位：百万円)

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額
連結財務諸表

計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 405 444 9 9 ― ― 415 453

特別利益

 (固定資産売却益)

 (収用補償金)

―

―

―

207

0

207

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

207

0

207

特別損失

 (固定資産除売却損)

0

0

0

0

―

―

―

―

―

―

―

―

0

0

0

0

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

550 483 8 ― ― ― 558 483
 

 
【関連情報】

前連結会計年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。
 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。
 

(2) 有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ
ん。

 

当連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。
 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。
 

(2) 有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ
ん。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。
 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。
 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　　関連当事者との取引

　 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

 役員及び
その近親者

藤井　徳夫
(注)1

― ―
当社
相談役

(被所有)
直接 0.19

― 嘱託契約等
18

(注)2
― ―

 

(注)１　藤井徳夫氏は当社代表取締役社長藤井宗徳氏の実父です。
２　当社創業者としての経営の経験に基づき、現経営陣に助言を行う目的から嘱託契約を締結しており、嘱託

料については、両者協議の上で決定しております。

 
(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

１株当たり純資産額 1,022円65銭 1,173円18銭

１株当たり当期純利益 135円65銭 193円49銭
 

(注)１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　　２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

　　親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 1,116 1,597

　　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

1,116 1,597

　　普通株式の期中平均株式数(株) 8,233,838 8,256,769
 

 
　　３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

　　純資産の部の合計額(百万円) 8,430 9,693

　　普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 8,430 9,693

　　１株当たり純資産額の算定に用いられた
　　期末の普通株式の数(株)

8,243,814 8,262,569
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 600 1,818 0.579 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 360 379 0.409 ―

１年以内に返済予定のリース債務 1 1 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

708 329 0.420
　2025年４月５日～
  2028年２月29日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

5 4 ― 2028年１月27日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 1,676 2,532 ― ―
 

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。なお、リース債務
については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対照表に計上
しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額
は以下のとおりであります。

 

 
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 179 96 53 ―

リース債務 1 1 1 ―
 

　

【資産除去債務明細表】

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

イフジ産業株式会社(E00511)

有価証券報告書

54/74



(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 6,997 13,182 20,891 24,503

税金等調整前

四半期(当期)純利益
(百万円) 768 1,247 1,886 2,016

親会社株主に帰属する

四半期(当期)純利益
(百万円) 695 1,027 1,469 1,597

１株当たり

四半期(当期)純利益
(円) 84.38 124.55 177.97 193.49

 

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり

四半期純利益
(円) 84.38 40.17 53.42 15.52
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※2  3,393 ※2  2,864

  受取手形 170 ※3  112

  売掛金 3,152 2,925

  商品及び製品 562 2,197

  仕掛品 51 21

  原材料及び貯蔵品 383 352

  前払費用 25 32

  その他 2 103

  貸倒引当金 △28 △9

  流動資産合計 7,713 8,600

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 4,397 4,583

    減価償却累計額 △2,893 △2,923

    建物（純額） ※2  1,504 ※2  1,659

   機械及び装置 4,588 4,703

    減価償却累計額 △3,470 △3,732

    機械及び装置（純額） ※2  1,118 ※2  971

   車両運搬具 65 69

    減価償却累計額 △62 △64

    車両運搬具（純額） 2 4

   工具、器具及び備品 230 234

    減価償却累計額 △204 △214

    工具、器具及び備品（純額） ※2  25 ※2  20

   土地 ※2  1,798 ※2  1,740

   リース資産 6 6

    減価償却累計額 △0 △1

    リース資産（純額） 6 5

   建設仮勘定 91 138

   有形固定資産合計 4,548 4,540

  無形固定資産   

   ソフトウエア 3 2

   電話加入権 3 3

   無形固定資産合計 6 5

  投資その他の資産   

   投資有価証券 129 181

   関係会社株式 240 240

   出資金 0 0

   破産更生債権等 4 0

   差入保証金 5 5

   長期前払費用 0 9

   繰延税金資産 146 175

   その他 2 2

   貸倒引当金 △5 △1

   投資その他の資産合計 523 613

  固定資産合計 5,078 5,159

 資産合計 12,792 13,760
 

 

EDINET提出書類

イフジ産業株式会社(E00511)

有価証券報告書

56/74



 

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※1,※2  1,037 ※1,※2  900

  短期借入金 ※2,※4  960 ※2,※4  2,197

  リース債務 1 1

  未払金 243 33

  未払費用 555 722

  未払法人税等 357 198

  預り金 17 26

  賞与引当金 151 157

  その他 281 3

  流動負債合計 3,606 4,241

 固定負債   

  長期借入金 ※2  708 ※2  329

  リース債務 5 4

  その他 597 83

  固定負債合計 1,311 417

 負債合計 4,917 4,658

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 455 455

  資本剰余金   

   資本準備金 366 366

   その他資本剰余金 25 33

   資本剰余金合計 392 400

  利益剰余金   

   利益準備金 40 40

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮積立金 106 93

    別途積立金 5,000 5,700

    繰越利益剰余金 1,904 2,392

   利益剰余金合計 7,051 8,225

  自己株式 △65 △53

  株主資本合計 7,833 9,027

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 40 73

  評価・換算差額等合計 40 73

 純資産合計 7,874 9,101

負債純資産合計 12,792 13,760
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② 【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

売上高   

 商品及び製品売上高 19,807 23,297

 売上高合計 19,807 23,297

売上原価   

 商品及び製品期首棚卸高 805 562

 当期商品仕入高 942 1,141

 当期製品製造原価 14,902 19,799

 合計 16,650 21,503

 商品及び製品期末棚卸高 562 2,197

 売上原価合計 16,088 19,305

売上総利益 3,719 3,991

販売費及び一般管理費   

 運賃 932 985

 保管費 222 313

 役員報酬 136 108

 給料及び手当 221 246

 賞与引当金繰入額 65 71

 貸倒引当金繰入額 22 △18

 減価償却費 25 26

 その他 571 563

 販売費及び一般管理費合計 2,198 2,295

営業利益 1,520 1,695

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 ※1  13 ※1  12

 受取保険金 ― 9

 業務受託料 ※1  18 ※1  18

 受取賃貸料 23 21

 助成金収入 5 4

 その他 4 4

 営業外収益合計 65 70

営業外費用   

 支払利息 6 10

 営業外費用合計 6 10

経常利益 1,579 1,754

特別利益   

 収用補償金 ― ※3  207

 特別利益合計 ― 207

特別損失   

 固定資産除売却損 ※2  0 ※2  0

 特別損失合計 0 0

税引前当期純利益 1,579 1,962

法人税、住民税及び事業税 542 443

法人税等調整額 △60 △42

法人税等合計 482 400

当期純利益 1,097 1,561
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③ 【株主資本等変動計算書】

　前事業年度(自 2022年４月１日　至 2023年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計

固定資産

圧縮

積立金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 455 366 15 382 40 120 4,300 1,740 6,201 △86 6,952

当期変動額            

固定資産圧縮積立金の

取崩
     △13  13 ―  ―

別途積立金の積立       700 △700 ―  ―

剰余金の配当        △246 △246  △246

当期純利益        1,097 1,097  1,097

自己株式の取得          △0 △0

自己株式の処分   9 9      20 30

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
           

当期変動額合計 ― ― 9 9 ― △13 700 164 850 20 881

当期末残高 455 366 25 392 40 106 5,000 1,904 7,051 △65 7,833
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 40 40 6,992

当期変動額    

固定資産圧縮積立金の

取崩
  ―

別途積立金の積立   ―

剰余金の配当   △246

当期純利益   1,097

自己株式の取得   △0

自己株式の処分   30

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
0 0 0

当期変動額合計 0 0 882

当期末残高 40 40 7,874
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 当事業年度(自 2023年４月１日　至 2024年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計

固定資産

圧縮

積立金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 455 366 25 392 40 106 5,000 1,904 7,051 △65 7,833

当期変動額            

固定資産圧縮積立金の

取崩
     △13  13 ―  ―

別途積立金の積立       700 △700 ―  ―

剰余金の配当        △387 △387  △387

当期純利益        1,561 1,561  1,561

自己株式の取得          △0 △0

自己株式の処分   8 8      12 20

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
           

当期変動額合計 ― ― 8 8 ― △13 700 487 1,173 11 1,193

当期末残高 455 366 33 400 40 93 5,700 2,392 8,225 △53 9,027
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 40 40 7,874

当期変動額    

固定資産圧縮積立金の

取崩
  ―

別途積立金の積立   ―

剰余金の配当   △387

当期純利益   1,561

自己株式の取得   △0

自己株式の処分   20

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
33 33 33

当期変動額合計 33 33 1,226

当期末残高 73 73 9,101
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法　

　(1) 子会社株式

　   移動平均法による原価法

　(2) その他有価証券

   　市場価格のない株式等以外のもの

　時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　　　市場価格のない株式等

　　　　移動平均法による原価法
　
２　棚卸資産の評価基準及び評価方法　

　　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　(1) 商品、製品、仕掛品、原材料

　　　移動平均法

　(2) 貯蔵品

　　　最終仕入原価法
　
３　固定資産の減価償却の方法　

　(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　　　定率法

　　ただし、1998年４月１日以降取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物　　　　　　７～31年

　　機械及び装置　　２～10年

　(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

　(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
 
４　収益及び費用の計上基準

　　当社は、主に液卵、冷凍卵、卵加工品を製造し、食品メーカー等へ販売しており、顧客との販売契約に基づい

て商品または製品を引渡す履行義務を負っております。これら商品または製品の販売については、顧客に引渡し

た時点において顧客が当該商品または製品に対する支配を獲得して履行義務が充足されると判断しており、当該

商品または製品の引渡し時点で収益を認識しております。
　　ただし、国内での販売については、出荷時から顧客が当該商品または製品に対する支配を獲得するまでの期間
が通常の期間であるため、出荷時に収益を認識しております。

　　取引の対価は、商品または製品の引渡し後、概ね２ヶ月以内に受領しており、当該顧客との契約に基づく債権
について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

　　収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート等を控除した金額で認識しておりま
す。また、当社が代理人として商品または製品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しておりま
す。

 
５　引当金の計上基準　

　(1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
　
６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　(1) 従業員の退職金制度について

　　資格等級に応じて一定金額を月額給与に上乗せして支給する前払退職金制度を採用しております。

　(2) 資産に係る控除対象外消費税等の会計処理

　　資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度の費用として処理しております。
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(重要な会計上の見積り)

(棚卸資産の評価)

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

  （単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

　商品及び製品 562 2,197

　仕掛品 51 21

　原材料及び貯蔵品 383 352

　通常の販売目的で使用する棚卸資産の
　収益性の低下による簿価切下げ額

― 501
 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1)の金額の算出方法は、連結財務諸表「注記事項(重要な会計上の見積り)(棚卸資産の評価)」に記載している
内容と同一であるため、記載を省略しております。
 

(表示方法の変更)

(貸借対照表)

前事業年度において、独立掲記しておりました「固定負債」の「長期未払金」は、金額的重要性が乏しくなったた
め、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財
務諸表の組替えを行っております。
この結果、前事業年度の貸借対照表において、「固定負債」に表示していた「長期未払金」562百万円、「その

他」34百万円は、「その他」597百万円として組替えております。
 

(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであります。　

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

買掛金 16百万円 24百万円
 

 

※２　担保に供している資産及び対応する債務は、次のとおりであります。　
　(1) 担保に供している資産

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

定期預金 7百万円 7百万円

建物 520 478

機械及び装置 0 0

工具、器具及び備品 0 0

土地 1,339 1,339

計 1,868 1,825
 

 

　(2) 対応する債務

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

買掛金 42百万円 40百万円

短期借入金 600 1,741

長期借入金
809 453

(１年内返済予定額を含む)

計 1,452 2,235
 

 

※３ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

受取手形 ―百万円 19百万円
 

 
※４ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。

事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

当座貸越極度額 2,800百万円 5,300百万円

借入実行残高 500 1,650

差引額 2,300 3,650
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(損益計算書関係)

※１　このうち、関係会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

　受取配当金 10百万円 8百万円

　業務受託料 18 18
 

 

※２　固定資産除売却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

固定資産除却損   
　建物 0百万円 0百万円

　機械及び装置 0 0

　車両運搬具 0 0

　工具、器具及び備品 0 0

　計 0 0
 

 
※３　国道24号（大和北道路）の改築に伴って発生した収用による土地売却及び物件移転補償金について、特別利益 　

「収用補償金」として計上しております。
 

(有価証券関係)

前事業年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)
子会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式の時価を記載しておりません。
なお、市場価格のない株式等の子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

区分
前事業年度
（百万円）

子会社株式 240

計 240
 

 
当事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)
子会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式の時価を記載しておりません。
なお、市場価格のない株式等の子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

区分
当事業年度
（百万円）

子会社株式 240

計 240
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

(繰延税金資産)   

未払事業税 17百万円 13百万円

棚卸資産評価損 ― 123

減損損失 146 71

賞与引当金 46 48

株式報酬費用 25 22

その他 225 60

小計 460 339

評価性引当額 △247 △89

合計 213 249
 

 

(繰延税金負債)   

固定資産圧縮積立金 46百万円 40百万円

その他有価証券評価差額金 17 32

その他 1 1

合計 66 74

繰延税金資産の純額 146 175
 

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主な項目別内訳

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

法定実効税率 ― 30.50％

 (調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 ― 0.17

住民税均等割 ― 0.11

評価性引当額の増減額 ― △8.02

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ― △0.14

賃上げ税制による税額控除 ― △1.89

その他 ― △0.31

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ― 20.42
 

(注)前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」に
同一の内容を記載しているため注記を省略しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価

償却累計額

又は償却累

計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産        

　建物 4,397 274 88 4,583 2,923 118 1,659

　機械及び装置 4,588 142 27 4,703 3,732 289 971

　車両運搬具 65 4 ― 69 64 2 4

　工具、器具及び備品 230 8 3 234 214 13 20

　土地 1,798 ― 58 1,740 ― ― 1,740

　リース資産 6 ― ― 6 1 1 5

　建設仮勘定 91 138 91 138 ― ― 138

有形固定資産計 11,179 568 270 11,477 6,936 425 4,540

無形固定資産        

　ソフトウエア 34 ― ― 34 32 1 2

　電話加入権 3 ― ― 3 ― ― 3

無形固定資産計 37 ― ― 37 32 1 5

長期前払費用 0 25 16 9 ― ― 9

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―
 

(注)当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

建物  関東事業部 排水処理設備  251 百万円

機械及び装置  福岡事業部 容器洗浄機  23  

  関西事業部 容器洗浄機  25  

  関東事業部 割卵機異常卵検出装置  29  

建設仮勘定  福岡事業部 液卵製造設備  122  
 

 
【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 34 9 4 28 11

賞与引当金 151 157 151 ― 157
 

(注) 貸倒引当金の当期減少額の金額は、貸倒れに伴う目的使用による減少額及び洗替による戻入額であります。

 
(2) 【主な資産及び負債の内容】

　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3) 【その他】

　　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
売渡し

 

　　取扱場所 （特別口座）

　　 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 （特別口座）

　　 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・売渡手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故

その他のやむを得ない事由が生じた時は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

当社の公告掲載URLは以下のとおりであります。

https://ifuji.co.jp/

株主に対する特典 なし
 

(注)　当社定款の定めにより、当社の株主の有する単元未満株式について、会社法第189条第２項各号に掲げる権

利、同法第166条第１項の規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び

募集新株予約権の割当てを受ける権利、ならびに株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数とな

る数の株式を売り渡すことを請求する権利以外の権利を行使することができません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第51期(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)　2023年６月29日福岡財務支局長に提出

 
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第51期(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)　2023年６月29日福岡財務支局長に提出

 
(3) 四半期報告書及び確認書

第52期第１四半期（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）　2023年８月10日福岡財務支局長に提出

第52期第２四半期（自　2023年７月１日　至　2023年９月30日）　2023年11月10日福岡財務支局長に提出

第52期第３四半期（自　2023年10月１日　至　2023年12月31日）　2024年２月14日福岡財務支局長に提出

 
(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基

づく臨時報告書

2023年６月29日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2024年6月26日
 

イフジ産業株式会社

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ  
 

福岡事務所  
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士 寺　　田　　篤　　芳  

 

 

指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士 吉　　田　　秀　　敏  

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るイフジ産業株式会社の2023年4月1日から2024年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イ

フジ産業株式会社及び連結子会社の2024年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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外部保管製品の実在性及び棚卸資産の評価の妥当性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社グループでは、「液卵関連事業」と「調味料関連
事業」の２つの事業を柱として事業を行っている。
液卵関連事業は、主に会社による液卵の製造販売事業

である。
2024年3月31日時点において、会社グループが保有す

る商品及び製品の残高は2,263百万円、原材料及び貯蔵
品の残高は436百万円であり、連結貸借対照表における
重要な残高となっている。
商品及び製品は主に液卵関連事業における凍結製品で

あり、原材料及び貯蔵品は主に同事業における鶏卵原料
である。これら棚卸資産残高は、年度ごとの変動はある
ものの、販売数量の増加に伴い増加傾向にある。
液卵の主原料である鶏卵は、日々の鶏卵相場に応じて

販売価格及び仕入価格が変動するため、会社は夏場の低
需要期に原料卵を安く仕入れたり、原料コストの低廉化
を図るため比較的安価な加工用原料卵の購入比率を高め
たりするなどして、仕入価格と販売価格の差益を確保し
ようとしている。
 
会社は、販売の見通し、鶏卵相場や原料の買付状況、

また工場の稼働状況等、さまざまな状況を勘案して、長
期保存が可能な凍結製品を製造・保管しており、その大
部分は外部の営業倉庫に保管されている。
同在庫は、会社とは物理的に離れた場所に保管される

ため、日常的な数量の管理は、主に外部倉庫業者からの
入出庫取引報告書とシステム記録の照合、及び月次にお
ける在庫証明と理論数量の照合など、証憑確認が中心と
ならざるを得ない。
 
また、鶏卵相場の変動は会社の在庫単価及び販売単価

に影響を及ぼし、鶏卵相場が下落基調となる際には保有
する棚卸資産の収益性の低下が生じうる環境となる。
【注記事項】（重要な会計上の見積り）棚卸資産の評

価に記載のとおり、棚卸資産の連結貸借対照表価額は収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定してお
り、商品及び製品は正味売却価額と、原材料は再調達原
価と、それぞれの取得原価を比較して、下落部分につい
て当連結会計年度の費用として処理している。なお、当
連結会計年度は鶏卵相場の平均値が上期から下期に極め
て大きく変動したことから棚卸資産の簿価切下げが必要
となり、連結損益計算書の売上原価に棚卸資産評価損
501百万円を計上している。
会社は、連結会計年度末における正味売却価額または

再調達原価の算定に際し、合理的に算定された価額とし
て、原則として決算月における販売実績または仕入実績
に基づく価額を用いている。棚卸資産残高の大部分を占
める液卵関連事業における商品及び製品については、評
価の算定基礎となる鶏卵相場の変動が大きいことから、
収益性の低下の判断に不確実性が伴う。
 
上記のとおり、凍結製品の製造・保有方針は、会社に

とって重要な経営戦略の一つであり、棚卸資産の残高は
連結財務諸表に重要な影響を及ぼしている。また、棚卸
資産の評価は、日々の鶏卵相場に影響を受け、特に相場
が下落する局面においては、棚卸資産の収益性の低下に
基づく簿価切下げが連結財務諸表に重要な影響を及ぼす
ことになる。
そのため、当監査法人は、外部保管製品の実在性及び

棚卸資産の評価の妥当性を監査上の主要な検討事項に該
当するものと判断した。

（外部保管製品の実在性）
当監査法人は、外部保管製品の実在性を検討するに当

たり、主として以下の監査手続を実施した。
・　会社において実施されている外部倉庫から入手した
在庫証明と会社帳簿との照合状況を確かめ、外部保管
在庫の管理に対する内部統制の整備及び運用評価手続
を実施した。

・　外部倉庫の在庫保管数量の異常の有無を把握するた
め、保管数量と保管料の相関関係を利用した分析を実
施した。

・　期中において、主要外部倉庫への現場視察・凍結製
品の現物確認を実施するとともに、外部倉庫担当者へ
凍結製品の管理状況について質問を実施した。

・　期末日において、主要外部倉庫の凍結製品の現物確
認を実施した。

・　主要外部倉庫について、期末日時点における預け凍
結製品の残高確認を実施した。

・　棚卸の集計結果が会社帳簿に反映されているか確か
めた。

 
（棚卸資産の評価の妥当性）
当監査法人は、棚卸資産の評価の妥当性を検討するに

当たり、主として以下の監査手続を実施した。
・　会社において実施されている棚卸資産評価のプロセ
スについて、承認者の権限及び能力の評価を含めた内
部統制の整備及び運用評価手続を実施した。

・　会社が作成した棚卸資産の評価資料について、情報
が正確か、情報が網羅されているか検討を実施した。

・　会社が見積りに用いた主要な仮定の適切性を評価す
るため、主に以下の手続を実施した。
 

・棚卸資産の今後の販売見込みや鶏卵相場の動向に関
する経営者の予測について、経営者に対して質問を
実施した。

・取締役会議事録等の閲覧により、棚卸資産の評価に
重要な影響を与える意思決定の有無を確認するとと
もに、根拠資料との照合を実施した。

・期末における正味売却価額及び再調達原価の見積り
と販売実績及び仕入実績を照合するとともに、監査
人が必要と認める範囲で、取得可能な期末日後の鶏
卵相場・販売実績を入手して経営者の見積りが妥当
かどうか確認した。

・計上された評価損について再計算を実施した。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連

結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止

されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、イフジ産業株式会社の2024年3

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、イフジ産業株式会社が2024年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施

する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択

及び適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての

内部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査

人は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対し

て責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状

況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上
　

 

※１　上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2024年6月26日
 

イフジ産業株式会社

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ  
 

福岡事務所  
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士 寺　　田　　篤　　芳  

 

 

指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士 吉　　田　　秀　　敏  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るイフジ産業株式会社の2023年4月1日から2024年3月31日までの第52期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イフジ

産業株式会社の2024年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

外部保管製品の実在性及び棚卸資産の評価の妥当性

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項と同一内容であるため、記載を省略してい

る。
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監

査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい

る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

　
 

※１　上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。
２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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